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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．上記金額には消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という）は含まれておりません。 

２．第25期より、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３．第28期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

４．第28期の株価収益率については、平成19年１月１日付をもって普通株式１株を1.3株とする株式の分割を行

ったため、平成18年12月26日より当社の株価は権利落ち後の金額となっており、同算定上は期末日の株価を

権利落ち前の株価に引き直したものを用いております。 

５．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は[ ]内に外数で記載しております。なお、第27期から、臨時雇

用者の総数が従業員数の100分の10以上となったため記載しております。 

６．第28期における従業員数の大幅な増加は、主にOPTEX (DONGGUAN)CO.,LTD.が本格稼動し、中国工場の従業員

を当社グループが直接雇用したことによるものであります。 

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

売上高（千円） 13,047,239 15,173,117 17,138,350 19,012,673 20,294,933 

経常利益（千円） 1,546,201 2,215,936 2,321,678 2,776,340 3,921,568 

当期純利益（千円） 951,092 1,354,698 1,297,203 1,584,662 2,282,429 

純資産額（千円） 11,342,772 12,290,352 13,317,921 14,895,606 17,734,613 

総資産額（千円） 14,040,196 15,323,878 16,177,500 18,352,778 21,832,812 

１株当たり純資産額（円） 1,334.82 1,428.38 1,032.71 1,144.60 1,305.11 

１株当たり当期純利益（円） 111.92 151.71 100.23 118.73 175.74 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益（円） 
111.50 150.80 99.21 117.34 174.33 

自己資本比率（％） 80.8 80.2 82.3 81.2 77.9 

自己資本利益率（％） 8.6 11.5 10.1 11.2 14.3 

株価収益率（倍） 13.0 19.2 21.8 25.9 18.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
1,831,157 1,811,667 1,704,120 2,552,166 3,964,579 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△488,098 △792,296 △2,363,167 △671,194 △1,490,588 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△177,994 △145,217 △540,765 424,533 △490,703 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
3,542,053 4,334,400 3,138,955 5,616,494 7,767,048 

従業員数（人） 
292 

[ －] 

324 

[ －] 

378 

[ －] 

374 

[ 46] 

925 

[ 33] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．第25期より、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３．第25期の１株当たり配当額には、東京証券取引所市場第一部への指定記念配当10円を含んでおります。 

第26期の１株当たり配当額には、創立25周年の記念配当10円を含んでおります。 

第27期の１株当たり配当額には、オプテックス・エフエー㈱の大阪証券取引所ヘラクレス市場への上場記念

配当５円を含んでおります。 

４．第28期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

５．第28期の株価収益率については、平成19年１月１日付をもって普通株式１株を1.3株とする株式の分割を行

ったため、平成18年12月26日より当社の株価は権利落ち後の金額となっており、同算定上は期末日の株価を

権利落ち前の株価に引き直したものを用いております。 

６．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は[ ]内に外数で記載しております。なお、第27期から、臨時雇

用者の総数が従業員数の100分の10以上となったため記載しております。 

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

売上高（千円） 10,526,032 10,865,253 11,353,609 11,517,824 12,197,749 

経常利益（千円） 1,062,770 1,483,674 1,380,114 1,805,246 3,097,053 

当期純利益（千円） 574,441 988,534 785,787 878,844 2,231,507 

資本金（千円） 2,633,959 2,666,259 2,692,179 2,743,514 2,780,584 

発行済株式総数（株） 8,500,265 8,568,265 12,903,597 12,984,497 13,039,397 

純資産額（千円） 10,619,348 11,404,404 11,875,562 12,451,793 14,257,105 

総資産額（千円） 12,923,193 13,716,708 13,751,646 14,197,912 17,048,023 

１株当たり純資産額（円） 1,249.69 1,324.32 920.94 957.78 1,094.31 

１株当たり配当額（円） 

（内１株当たり中間配当額） 

20.00 

（－） 

30.00 

(10.00) 

30.00 

(10.00) 

35.00 

(15.00) 

40.00 

(20.00) 

１株当たり当期純利益（円） 67.60 108.72 61.02 66.09 171.74 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益（円） 
67.34 108.07 60.40 65.56 170.72 

自己資本比率（％） 82.2 83.1 86.4 87.7 83.6 

自己資本利益率（％） 5.5 9.0 6.8 7.2 16.7 

株価収益率（倍） 21.5 26.9 35.9 46.6 19.0 

配当性向（％） 29.6 27.6 49.2 53.1 23.3 

従業員数（人） 
204 

[ －] 

213 

[ －] 

222 

[ －] 

225 

[ 31] 

232 

[ 25] 



２【沿革】 

年月 沿革 

昭和54年５月 滋賀県大津市において、当社取締役社長 小林 徹、元取締役副社長 有本 達也が自動ドア用

センサ、防犯用センサの開発、販売のため資本金1,200万円をもってオプテックス株式会社を設

立。 

昭和58年５月 自動ドア用センサ及び防犯用センサの生産を強化するため、福井県丹生郡清水町（現福井市三留

町）にオフロム株式会社をサンエー電機株式会社との共同出資にて設立。 

昭和59年３月 本社ビルを滋賀県大津市におの浜四丁目に新築し移転。 

昭和60年９月 当社製品の米国での直接販売のため、カリフォルニア州にOPTEX(U.S.A.),INC.を設立。 

昭和61年７月 東京都千代田区に東京営業所（現東京都新宿区）を設置。 

平成元年４月 光電センサの開発を強化するため、京都市下京区に西独エルヴィン・ジック社（現独ジック

Ａ Ｇ社）との合弁会社ジックオプテックス株式会社を設立。 

平成２年１月 従業員の福利厚生を促進するため、滋賀県大津市にスポーツクラブの運営を主とするオーパルオ

プテックス株式会社（現連結子会社）を設立。 

    ６月 滋賀県大津市に技術センターを開設。 

平成３年５月 欧州地域の輸出の拡大とニーズの把握を図るための販売拠点として、英国バークシャー州にOPTE

X(EUROPE),LTD.（現連結子会社）を設立。 

    ７月 社団法人日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成４年４月 セキュリティ分野におけるセンサメーカーからコントロールパネルのシステム化による総合セキ

ュリティメーカーへの展開を図るため、MORSE SECURITY GROUP,INC.を買収し、OPTEX MORSE,IN

C.（米国カリフォルニア州）として発足させ、同時に米国の子会社を管理、統括するOPTEX AMER

ICA,INC.を同州に設立。 

平成６年２月 部材調達のため、香港にOPTEX(H.K.),LTD.（現連結子会社）を設立。 

平成９年１月 アジア地域への販売及び部材調達のため、台湾台北市にOPTEX ELECTRONICS（TAIWAN）,LTD.（現

連結子会社）を設立。 

    ２月 OPTEX MORSE,INC.がOPTEX AMERICA,INC.と合併。 

    ６月 OPTEX MORSE,INC.がOPTEX(U.S.A.),INC.と合併。 

平成10年７月 OPTEX MORSE,INC.がOPTEX AMERICA,INC.に社名変更。 

    ７月 米国におけるコントロールパネル事業からの撤退を決定し、それに伴い当社の米国子会社である

OPTEX AMERICA,INC.を平成11年８月に清算し、新たに米国カリフォルニア州にセンサとシステム

事業に特化したOPTEX INCORPORATED（現連結子会社）を設立。 

平成13年８月 株式会社東京証券取引所市場第二部に上場。 

平成13年11月 当社子会社OPTEX(EUROPE),LTD.が、英国SECURITY ENCLOSURES,LTD.（現連結子会社）の全株式を

取得し子会社とする。 

平成14年１月 光電センサ事業を会社分割し、京都市山科区にオプテックス・エフエー㈱（現連結子会社）を設

立。 

平成15年２月 当社製品の販売のため、韓国ソウル市に現地法人OPTEX KOREA CO.,LTD.（現連結子会社）を設

立。 

    ４月 当社製品の販売のため、仏国サルバーニュに現地法人OPTEX SECURITY SAS（現連結子会社）を設

立。 

    ６月 株式会社東京証券取引所市場第一部に上場。 

平成16年３月 滋賀県大津市雄琴に本社新社屋を竣工。 

     ４月 来客者数管理システム技術の獲得と融合による事業拡大を目指し、技研トラステム㈱（現連結子

会社）の全株式を取得し子会社とする。 

     12月 北・中・南米地域を担っているOPTEX INCORPORATED（現連結子会社）を防犯用製品に特化させ、

自動ドア用製品の販売のため、米国カリフォルニア州に現地法人OPTEX TECHNOLOGIES INC.（現

連結子会社）を設立。 

東欧及びロシア地域への市場開拓を狙い、防犯用製品の販売拠点として、ポーランドワルシャワ

市に0PTEX SECURITY Sp.z o.o.（現連結子会社）を設立。 

平成17年８月 当社グループの生産体制を強化するため、中国広東省東莞市に現地法人OPTEX(DONGGUAN)

CO.,LTD.（現連結子会社）を設立。 

オプテックス・エフエー㈱（現連結子会社）が株式会社大阪証券取引所のヘラクレス市場に上

場。 

平成18年４月 中国国内における販売強化及びマーケティング強化を目指し、中国広東省深圳市にOPTEX

(DONGGUAN)CO.,LTD.深圳営業所を開設 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（オプテックス株式会社）、子会社12社及び関連会社３社で構

成されております。その主な事業内容は各種センサ及び同装置に関する各種システムの開発、設計並びに製造販売で

あり、当社グループの事業に係る各社の位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりでありま

す。 

 なお、次の電子機器関連事業とその他の事業の２部門は、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 (1）連結財

務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。 

〈電子機器関連事業〉 

(1）当社 

 当社は、各種センサ及び同装置に関する各種システムの開発、設計を行い、製造関係会社及び外注業者により製

造した製品を、国内においては主として代理店を通じて、海外においては、販売子会社あるいは代理店を通じて、

ユーザーに販売しております。 

(2）国内関係会社 

① 開発・販売機能を有する連結子会社は、オプテックス・エフエー㈱及び技研トラステム㈱の２社であります。 

オプテックス・エフエー㈱は、ファクトリーオートメーション用製品の開発、設計を行い、製造関係会社及び

外注業者により製造した製品を国内外に販売しております。 

技研トラステム㈱は、客数情報システム用製品の開発、設計を行い、外注業者により製造した製品を国内外に

販売しております。 

② 製造関係会社は、関連会社オフロム㈱の１社であり、同社は製造委託に基づき、各種製品の組立てを行い、グ

ループ内に供給しております。 

③ 開発関係会社は、関連会社ジックオプテックス㈱１社であり、同社はオプテックス・エフエー㈱からの研究委

託に基づき、主にファクトリーオートメーション用製品の企画、開発を行っております。 

(3）海外関係会社 

① 販売関係会社は、連結子会社OPTEX INCORPORATED、OPTEX (EUROPE), LTD.、OPTEX KOREA CO., LTD.、

OPTEX SECURITY SAS、OPTEX TECHNOLOGIES INC.、OPTEX SECURITY Sp.z o.o. 及び関連会社SECUMATIC B.V.の

７社であります。 

OPTEX INCORPORATEDは、当社より防犯用製品の供給を受け北・中・南米地域に販売しております。 

OPTEX (EUROPE), LTD.は、当社より防犯用製品の供給を受けイギリス国内を中心に販売しております。 

なお、当社グループ内における事業機能の最適化を図るため、平成19年１月１日付で、OPTEX (EUROPE), LTD.

が保有する「遠隔画像監視向け屋外用センサ」の開発・製造権を当社に譲渡（同時に当社と

OPTEX (EUROPE), LTD.との間においてイギリス等向け独占販売契約を締結）いたしました。これにより、当該事

業における販売以外の主要な機能は当社に移転しております。 

OPTEX KOREA CO., LTD.は、当社より防犯用製品の供給を受け韓国国内に販売しております。 

OPTEX SECURITY SASは、当社より防犯用製品の供給を受けフランス国内に販売しております。 

OPTEX TECHNOLOGIES INC.は、当社より主に自動ドア用製品の供給を受け北米地域に販売しております。 

OPTEX SECURITY Sp.z o.o. は、当社より防犯用製品の供給を受け東欧地域及びロシアに販売しております。 

SECUMATIC B.V.は、当社より自動ドア用・産業機器用製品の供給を受けヨーロッパ地域に販売しております。 

② 製造・販売機能を有する連結子会社は、OPTEX (DONGGUAN)CO.,LTD.１社であり、同社は当社及び

OPTEX (H.K.), LTD.より部材の供給を受け、各種製品の組立てを行いグループ内に製品を供給するとともに、

中国国内において販売しております。 

③ 販売・部材調達機能を有する連結子会社は、OPTEX (H.K.), LTD.１社であり、同社はOPTEX (DONGGUAN)

CO.,LTD.が供給する製品を生産受託品として販売するとともに、OPTEX ELECTRONICS (TAIWAN), LTD.及び

OPTEX (EUROPE), LTD.からの供給を含めて部材の調達を行い、OPTEX (DONGGUAN)CO.,LTD.へ供給しておりま

す。 

④ 商品・部材調達機能を有する連結子会社は、OPTEX ELECTRONICS (TAIWAN), LTD.の１社であり、同社は商品及

び部材の調達を行い、当社及びOPTEX (H.K.), LTD.へ供給しております。 

〈その他の事業〉 

連結子会社オーパルオプテックス㈱は、会員制スポーツクラブを営んでおります。 



以上に述べた当社グループの概略図は次のとおりであります。 

なお、事業の種類別セグメント情報における電子機器関連事業は、下記概略図の点線内に表示した事業でありま

す。 

 （注）１．持分法適用関連会社 

２．（注）１．以外はすべて連結子会社であります。 



４【関係会社の状況】 

名称 住所 資本金 事業の内容 

議決権に対

する所有割

合（％） 

役員の兼任等 

資金援助 

（貸付金） 

（千円） 

営業上の取

引 

設備の賃

貸借 
当社 

役員

（名） 

当社 

従業員

（名） 

連結子会社          

OPTEX 

INCORPORATED 

米国 

カリフォルニア

州 

4,000千US$ 

電気機器及

び精密機器

の販売 

100.0 

(直接所有) 
－ 2 － 

当社製品の

供給 
－ 

OPTEX 

(EUROPE),LTD. 

イギリス 

バークシャー州 
2,200千STG£ 

電気機器及

び精密機器

の販売 

100.0 

(直接所有) 
－ 2 － 

当社製品の

供給 
－ 

OPTEX(H.K.), 

LTD. 

中国 

香港特別行政区 
21,000千HK$ 

生産受託品

の販売及び

部材の調達 

100.0 

(直接所有) 
－ 2 － 部材の仕入 － 

OPTEX 

ELECTRONICS 

(TAIWAN),LTD. 

台湾 

台北市 
7,500千NT$ 

商品及び部

材の調達 

100.0 

(直接所有) 
1 3 － 商品の仕入 － 

OPTEX 

KOREA CO., LTD. 

韓国 

ソウル市 
500,000千KRW 

電気機器及

び精密機器

の販売 

100.0 

(直接所有) 
1 3 － 

当社製品の

供給 
－ 

OPTEX 

SECURITY SAS 

フランス 

サルヴァーニュ 
270千EUR 

電気機器及

び精密機器

の販売 

100.0 

 (直接所有)
－ 2 － 

当社製品の

供給 
－ 

OPTEX 

TECHNOLOGIES INC. 

米国 

カリフォルニア

州 

1,000千US$ 

電気機器及

び精密機器

の販売 

100.0 

 (直接所有)
－ 2 － 

当社製品の

供給 
－ 

OPTEX 

SECURITY Sp.z o.o. 

ポーランド 

ワルシャワ市 
3,500千PLN 

電気機器及

び精密機器

の販売 

100.0 

(直接所有) 
－ 3 － 

当社製品の

供給 
－ 

OPTEX 

(DONGGUAN)CO.,LTD. 

中国 

広東省東莞市 
6,361千US$ 

電気機器及

び精密機器

の製造・販

売 

100.0 

(直接所有) 
－ 2 － 

当社製品の

製造委託及

び仕入、部

材の供給 

－ 

オプテックス・エフ

エー㈱ 
京都市山科区 537,300千円 

電気機器及

び精密機器

の開発・設

計・販売 

63.1 

(直接所有) 
2 1 － － － 

技研トラステム㈱ 京都市伏見区 30,030千円 

電気機器及

び精密機器

の開発・販

売 

100.0 

(直接所有) 
1 1 － － － 

オーパル 

オプテックス㈱ 
滋賀県大津市 80,000千円 

スポーツク

ラブの運営 

100.0 

(直接所有) 
2 － － 

年会費の支

払 

土地・建

物の賃貸 

持分法適用関連会社          

ジック 

オプテックス㈱ 
京都市下京区 150,000千円 

電気機器及

び精密機器

の企画・開

発 

31.5 

(間接所有) 
1 － － － － 

オフロム㈱ 福井県福井市 20,000千円 

電気機器及

び精密機器

の製造 

30.0 

(直接所有) 
1 － － 

製品の製造

委託及び仕

入、部材の

供給及び技

術指導 

－ 

SECUMATIC B.V. 
オランダ 

レイツェンダム 
143千NLG 

電気機器及

び精密機器

の販売 

30.1 

(直接所有) 
－ 1 － 

当社製品の

供給 
－ 



 （注）１．上記の子会社の内、OPTEX INCORPORATED、OPTEX (H.K.),LTD.、OPTEX (EUROPE),LTD.、OPTEX (DONGGUAN)

CO.,LTD.及びオプテックス・エフエー㈱は、特定子会社に該当いたします。 

２．上記の子会社の内、オプテックス・エフエー㈱は有価証券報告書を提出しております。 

３．オプテックス・エフエー㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えておりますが、当該子会社は有価証券報告書提出会社であるため主要な損益情報の記載

を省略しております。 

４．当連結会計年度末後、以下の会社が新たに関係会社となっております。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に外数で記載しております。なお、第27期から、臨時

雇用者の総数が従業員数の100分の10以上となったため記載しております。 

２．従業員数が前連結会計年度末に比べ551人増加しておりますが、これは主にOPTEX (DONGGUAN)CO.,LTD.が本

格稼動し、中国工場の従業員を当社グループが直接雇用したことによるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は（ ）内に外数で記載しております。 

２．平均年間給与（税込み）は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 資本金 事業の内容 
議決権に対
する所有割
合（％） 

役員の兼任等 
資金援助 
（貸付金） 
（千円） 

営業上の取
引 

設備の賃
貸借 

当社 
役員
（名） 

当社 
従業員
（名） 

連結子会社          

日本エフ・エーシス

テム㈱ 
横浜市港北区 24,000千円 

電気機器及

び精密機器

の開発・設

計・製造・

販売及びコ

ンサルタン

ト 

79.7 

(間接所有) 
－ － － － － 

Farsight Security  

Services Limited 

イギリス 

ケンブリッジシ

ャー州 

１千STG£ 

遠隔画像監

視サービス

業 

100.0 

(直接所有) 
－ 3 － － － 

  平成18年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

電子機器関連事業 920（31） 

その他の事業 5（ 2） 

合計 925（33） 

  平成18年12月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

 232（25） 37.5 12.4 7,071 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度における経済環境は、原油価格の高止まりによる原材料価格の上昇など、不安要素はあったもの

の、米国・ヨーロッパ・アジアの景気拡大を背景として企業収益が改善したことにより概ね拡大基調を維持しまし

た。また、国内においては、個人消費の緩やかな回復や需要の拡大、民間設備投資の増勢により景気は堅調に推移

しました。 

 このような経済情勢において、当社グループは赤外線センサ技術及び画像関連技術を核に、ＬＥＤ照明技術や通

信技術など新たな技術を取り込みながら「独自性」に重点をおいた新製品の開発に取り組むとともに、既存製品に

つきましても品質の向上とコストダウンに注力してまいりました。 

 各事業の取り組みとして、主力の防犯用製品につきましては、競合他社との競争が激化する環境下で、他社には

ない独自性のある製品の企画・開発に取り組んでまいりました。自動ドア用製品につきましては、当社グループ独

自の画像センシング技術を応用し、セキュリティ機能を付加させた「共連れ検出システム」の開発に注力してまい

りました。産業機器用製品につきましては、画像処理用ＬＥＤ照明事業を立ち上げ、画像センサにＬＥＤ照明を付

加することで一貫した画像処理システムを提供できる体制を整えました。また、交通関連事業につきましては、車

両事故記録装置「ドライブトレーナー」の出荷を本格的に開始するとともに、そのバリエーション展開を図るべく

開発活動に取り組んでまいりました。 

 販売力の強化につきましては、米国・イギリス・フランス・ポーランド等の販売現地法人に加えOPTEX

(DONGGUAN)CO.,LTD.深圳営業所を開設するなど、先進国はもとより新興国への新規拠点開設も視野に入れながらグ

ローバルな展開を図ってまいりました。 

 これらの結果、連結売上高は202億94百万円（前年度比6.7％増）となりました。特に利益面では、中国工場での

コストダウンとプロダクトミックスによる収支の改善効果もあり、営業利益は37億28百万円（前年度比40.4％

増）、経常利益39億21百万円（前年度比41.2％増）、当期純利益22億82百万円（前年度比44.0％増）といずれも前

年度を大きく上回る結果となりました。 

セグメントの状況 

１．事業の種類別セグメント 

(1）電子機器関連事業 

防犯用製品につきましては、売上高105億64百万円（前年度比5.8％増）となりました。国内においては、犯

罪の凶悪化と多様化により防犯機器に対する需要は高まっているものの、主力である画像関連製品の大型物件

受注が低迷したこともあり、売上高は前年度を下回りました。一方、海外市場においては、テロ対策需要の高

まりを背景に大型施設向けの納入が増えたことや、一般家庭向け需要が拡大したこと、また、ヨーロッパ及び

南アフリカ向けの屋外センサ関連製品群が好調に推移した結果、売上高は前年度を上回りました。 

自動ドア用製品につきましては、売上高50億18百万円（前年度比17.6％増）となりました。国内において

は、前年度に引き続き民間設備投資が堅調に推移したことに加え、自動ドアの安全性を重視する傾向が継続す

る中、置き換え需要も高い水準を保っていること、また、子会社技研トラステム株式会社の客数情報システム

の受注が順調に推移した結果、売上高は前年度を上回りました。また、海外においても、米国で普及率の高い

スイングドア向け新製品を市場投入したことにより、北米市場向けの販売が好調に推移したことから売上高は

前年度を上回りました。 

産業機器用製品につきましては、売上高37億５百万円（前年度比3.4％増）となりました。食品・薬品・化

粧品業界といった従来からの用途に加えて、物流・半導体・自動車業界向けへの販路開拓により、売上高は堅

調に推移しました。 

環境関連製品につきましては、公共投資は引き続き低調であったものの、民間設備投資が増勢にあるため売

上高は１億15百万円（前年度比1.1％増）となりました。 

平成18年４月より製品の出荷を開始しました交通関連製品の売上高は51百万円となりました。 

中国工場における生産受託事業は、生産委託企業において有害物質対応のための調整が入ったことにより、

売上高は前年度を下回り、７億72百万円（前年度比21.3％減）となりました。 



これらの結果、電子機器関連事業における売上高は202億50百万円（前年度比6.8％増）、営業利益は37億24

百万円（前年度比40.8％増）となりました。 

(2）その他の事業 

アウトドアスポーツクラブ事業につきましては、売上高は44百万円（前年度比0.8％増）となりましたが、

利益面は経費増により５百万円の営業損失（前年度は２百万円の営業利益）となりました。 

２．所在地別セグメント 

(1）日本 

防犯用製品につきましては、国内主要納入先である警備業界での競争激化により画像記録装置の販売の落ち

込みはあったものの、海外市場において、治安の悪化により屋外センサの需要が高まったことから、輸出は好

調に推移しました。また、自動ドア用製品につきましては、民間設備投資が堅調であったことや客数情報シス

テムの受注が順調に推移したことから、前年度を上回りました。 

 その結果、売上高136億00百万円（前年度比7.4％増）、営業利益は30億68百万円（前年度比35.6％増）とな

りました。 

(2）北米 

防犯用製品につきましては、大型施設向けに屋外用センサの販売が好調に推移したことにより、前年度を上

回る結果となりました。また、自動ドア用製品につきましても、北米向けに発売した新製品の販売が好調に推

移したことから前年度を上回り、売上高20億64百万円（前年度比13.9％増）、営業利益は97百万円（前年度比

504.0％増）となりました。 

(3）ヨーロッパ 

防犯用製品につきましては、テロ対策需要の高まりと一般家庭向け屋外警備に対する需要の高まりにより、

各販売子会社の売上が好調に推移したことから前年度を上回る結果となり、売上高28億18百万円（前年度比 

16.8％増）、営業利益は３億３百万円（前年度比327.8％増）となりました。 

(4）アジア 

韓国における防犯用製品の売上が減少したことや、中国工場における生産受託事業が減少したことにより、

売上高は18億11百万円（前年度比14.5％減）、営業利益は１億80百万円（前年度比5.3％減）と前年度を下回

る結果となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と比較して21億50

百万円増加し77億67百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は39億64百万円（前年度は25億52百万円）となりました。これは主に、売上債権

の増加（３億68百万円）があったものの、税金等調整前当期純利益を39億４百万円確保したことにより大幅な資

金増加となったためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は14億90百万円（前年度は６億71百万円）となりました。これは主に、資金運用

の強化に伴う投資有価証券の取得による支出（15億47百万円）があったためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は４億90百万円（前年度は４億24百万円の獲得）となりました。これは主に、配

当金の支払（５億19百万円）によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

(1）電子機器関連事業   

 防犯用製品（千円） 10,278,425 8.7 

 自動ドア用製品（千円） 5,526,098 24.8 

 産業機器用製品（千円） 3,642,741 13.3 

 環境関連製品（千円） 109,417 2.7 

 交通関連製品（千円） 156,645 － 

 生産受託事業（千円） 787,092 △20.1 

 計（千円） 20,500,420 12.7 

(2）その他の事業（千円） － － 

合計（千円） 20,500,420 12.7 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

(1）電子機器関連事業   

 防犯用商品（千円） 1,029,213 △34.5 

 産業機器用商品（千円） 68,832 △80.1 

 その他（千円） 47,718 25.3 

 計（千円） 1,145,765 △41.4 

(2）その他の事業（千円） 1,336 △0.8 

合計（千円） 1,147,102 △41.4 



(3）受注状況 

 当連結会計年度の受注状況を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２．当社グループ（当社及び連結子会社）では、生産受託事業を除き見込み生産を行っているため、該当事項は

ありません。 

(4）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりでありま

す。 

３．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

(1）電子機器関連事業   

 防犯用製品（千円） － － 

 自動ドア用製品（千円） － － 

 産業機器用製品（千円） － － 

 環境関連製品（千円） － － 

 交通関連製品（千円） － － 

 生産受託事業（千円） 850,646 △13.7 

 その他（千円） － － 

 計（千円） 850,646 △13.7 

(2）その他の事業（千円） － － 

合計（千円） 850,646 △13.7 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

(1）電子機器関連事業   

 防犯用製品（千円） 10,564,564 5.8 

 自動ドア用製品（千円） 5,018,671 17.6 

 産業機器用製品（千円） 3,705,265 3.4 

 環境関連製品（千円） 115,021 1.1 

 交通関連製品（千円） 51,750 － 

 生産受託事業（千円） 772,051 △21.3 

 その他（千円） 23,270 △38.2 

 計（千円） 20,250,594 6.8 

(2）その他の事業（千円） 44,338 0.8 

合計（千円） 20,294,933 6.7 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ＳＩＣＫ Ａ Ｇ  2,173,160 11.4 2,140,255 10.5 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは、赤外線センサ技術及び画像関連技術をコア技術として、各事業分野で発展しております。今後も

これら技術が活用されるアプリケーションは多方面に拡大していくことが予測されます。社会からの信頼を背景に、

顧客のニーズを的確に把握し、特徴ある製品やサービスのアイデアを具体的に提案していくことで、グローバルに市

場を開拓し、更なる成長を図ることが当社の目指すものであります。 

 今後も持続的に成長していくためには、まず、新たな要素技術の取り込みと、積極的な新製品の開発が課題となり

ます。平成19年度より、技術開発本部を新たに設置し、全社横断的な視点でロードマップを明確にして、技術戦略の

策定と新たな要素技術の研究に注力してまいります。また、新製品開発に関しましては、各事業部の中に開発部門を

直結させ、顧客ニーズを迅速かつ適切に反映するよう努めております。加えて、開発過程でのロスの排除や設計標準

化が生産性向上に不可欠であると認識しており、設計ツールの統一化とインフラの整備に関しましても、技術開発本

部が中核となって推進してまいります。 

 次に、顧客基盤を拡げ売上の増加を図るために販売エリアの拡大と新規販路の構築が課題であります。ロシアや中

国をはじめ今後も経済成長が見込まれる地域への積極展開を図るため、海外マーケティング機能を強化してまいりま

す。これに先立って、中国（広東省）の生産子会社にも、現地販売・マーケティングの機能を持たせ、今後の展開の

足がかりを構築いたしております。 

 更に、当社グループがより大きく業績拡大を図るためには、特に新規事業の創出と育成が重要な課題であります。

交通関連分野の事業育成や、セキュリティ関連での新領域における事業創出に注力し、業容拡大に積極的に取り組ん

でまいります。また、Ｍ＆Ａ戦略も視野に入れた外部とのアライアンスなどを戦略的かつ迅速に推し進めてまいりま

す。 



４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社グループの事業展開上のリスク要

因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり

ます。  

(1) 為替相場の変動リスクについて 

当社グループはグローバルに事業を展開しており、特に海外販売比率が高いため、為替の変動は事業活動に影

響を及ぼします。外貨建取引から発生する収益・費用及び資産・負債の円換算額は為替変動により影響を受け、

当社グループの経営成績や財務状態に悪影響を与える可能性があります。当社グループは為替変動リスクを軽減

させるため、海外での販売を円建とするように努めており、また、為替変動による損益への影響を限定する目的

で外貨建資産・負債額の一定比率に対して為替予約や為替オプションを活用しております。 

(2) 原材料調達（数量・価格）の変動リスクについて 

当社グループの原材料の調達については、国内外において複数の取引先との間で価格の維持及び安定的な仕入

確保に努めており、継続的かつ積極的なコストダウン活動を推進する一方で、在庫確保が容易な汎用品の使用比

率向上を進めたり、仕入先の分散化・複数化により万一の場合に備えております。しかし、エネルギーや商品相

場の急激な変動など世界的な需給バランスの変動により、原材料の調達困難や仕入価格の著しい上昇が起こり、

当社グループの経営成績や財務状態に悪影響を与える可能性があります。 

(3) 最終製品の販売動向に関するリスクについて 

当社グループの属する業界では多くの競合する企業があり、同業者間の市場競争や海外メーカーの低価格品と

の価格競争に常にさらされております。このような環境下におきまして、当社グループでは他社に先行したより

付加価値の高いオリジナル製品の開発・市場投入により、販売価格の維持に努めております。しかし、競合他社

が当社グループより開発・生産・販売において多くの資源を投入し、新製品開発や新顧客獲得により、市場での

シェアを拡大する可能性があり、開発競争や市場シェア競争で劣位に陥り、当社グループの経営成績や財務状態

に悪影響を与える可能性があります。 

(4) 品質に関するリスクについて 

当社グループは、「品質第一」をもとに、高品質の製品と信頼性の高いサービスを供給することにより、顧客

に満足と安全を供給し続けることを目標としております。また、ＩＳＯ９００１の認証を取得し継続的な品質維

持にも努めております。一方で、製造物賠償責任（ＰＬ）保険にも加入し、万一の賠償金支払等に備えておりま

す。しかし、全ての製品・サービスの品質を保証するには限界があり、製造物責任による高額な賠償金支払や大

規模なリコール、品質不良が原因の高額な間接的損害額が発生し、当社グループの経営成績や財務状態に悪影響

を与える可能性があります。 

(5) 環境規制に関するリスクについて 

当社グループは、「企業活動と地球環境との調和をめざし、あらゆる分野において積極的かつ継続的に環境保

全に取り組むとともに、環境にやさしい製品・サービスを通じて企業としての社会的責任を果たす」ことを目指

しております。世界的に環境に関しての意識が高まるなか、欧州でのＲｏＨＳ指令、ＷＥＥＥ指令やＲＥＡＣＨ

規則、顧客のグリーン調達などの化学物質の使用削減を主とする環境対応、更には京都議定書で定める目標達成

に向けた温暖化ガス（二酸化炭素ガス等）の削減など地球環境保全に関する要請が強まっております。当社グル

ープではこれら社会的要請に対応した製品作りに向けた活動に取り組んでおりますが、厳しい技術的課題を解決

するためタイムリーに製品を投入できない場合や、規制がより厳しくなり対応のために多額の投資を余儀なくさ

れる場合には、当社グループの経営成績や財務状態に悪影響を与える可能性があります。 

(6) 技術革新に関するリスクについて 

当社グループが取り扱っている各種センサは、技術革新のスピードが加速しつつあり、製品のライフサイクル

が短期化し新製品の開発競争が繰り広げられるなかで、顧客のニーズも常に変化しております。当社グループで

は、技術優位性の確保のため、市場マーケティングに注力して顧客ニーズの把握に努める一方で、積極的に開発

投資を行うため人・モノ・金・情報の投入に注力しております。しかし、市場変化や技術革新への対応遅れ、更

には革新的な技術が出現した場合には、当社グループの経営成績や財務状態に悪影響を与える可能性がありま

す。 



(7) 知的財産権に関するリスクについて 

当社グループは新たな技術や独自のノウハウを蓄積し、知的財産権として権利取得するなど法的保護に努めな

がら研究開発活動を展開しております。しかし、特定地域での法的保護が得られない可能性や、当社グループの

知的財産権が不正使用されたり模倣される可能性もあり、知的財産権を完全に保護することには限界がありま

す。一方で、当社グループが第三者の知的財産権を侵害していると司法判断され、当社グループの生産・販売の

制約や高額の損害賠償金の支払発生により、当社グループの経営成績や財務状態に悪影響を与える可能性があり

ます。 

(8) 情報管理に関するリスクについて 

当社グループでは、事業経営に関わる多岐に渡る重要機密情報を有しております。外部への情報漏洩防止のた

め、特定情報については物理的な隔絶、アクセス制限やパスワード管理を行う一方、従業員に対し情報管理徹底

の啓蒙を進め情報セキュリティ強化に注力しております。契約書等の重要文書類については、キャビネット等に

保管のうえ施錠管理を行い、また、コンピュータデータベース管理については、インターネット接続においてフ

ァイアーウォールの設置やウィルス防止ソフト及びウェブ閲覧制限ソフトを導入・運用することにより、当社グ

ループの情報システム内への外部からの不正侵入を排除するように努めております。しかし、外部からのハッキ

ングなど不測の事態による情報漏洩により、当社グループの信用失墜による売上高の減少または損害賠償による

費用の発生等が起こることも考えられ、当社グループの経営成績や財務状態に悪影響を与える可能性がありま

す。 

(9) 顧客の信用リスクについて 

当社グループは国内外の顧客に製品を販売しておりますが、特定の顧客に大きく依存することはなく、多数の

顧客に分散しております。また、当社グループでは、顧客との取引条件に関して与信限度額の設定や超過状況の

管理を行い、継続的な信用リスク評価に努めております。しかし、取引先が債務支払不能となり、当社グループ

の売上債権が不良債権化することも想定され、当社グループの経営成績や財務状態に悪影響を与える可能性があ

ります。 

(10) 人材確保・育成に関するリスクについて 

当社グループの将来の成長は有能なエンジニアやキーパーソンの力量に大きく依存するため、高い技術力を持

つエンジニアや各職域のキーパーソンの確保と育成は重要な経営課題であります。当社グループでは継続的に優

秀な人員採用を行う一方で、既存の従業員の教育や育成にも力をいれており、経営資源である人材のスキル及び

ノウハウの向上を図っております。しかし、有能なエンジニアやキーパーソンを確保・育成できなかったり、人

材確保のために人件費が急上昇した場合、当社グループの経営成績や財務状態に悪影響を与える可能性がありま

す。 

(11) 地震災害等の発生リスクについて 

当社グループは世界的にも地震発生率の高い日本国内に拠点の多くを有しております。当社グループでは、提

出会社の本社建物を最大震度７に耐えうる耐震構造体としており、安全確保のために防災機器類の設置を行うと

ともに、情報システムのバックアップ体制についても整備を進め、万一の事態に備えております。また、地震災

害が発生した場合に製造の操業停止の影響を最小限にするため、生産拠点を国内外に分散させております。しか

し、想定を上回る大地震やテロ行為等が発生した場合、本社機能の停止や製造の操業停止等により、当社グルー

プの経営成績や財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 



６【研究開発活動】 

 当社グループは、当社、国内関係会社であるオプテックス・エフエー㈱、技研トラステム㈱及びジックオプテック

ス㈱、海外関連会社であるOPTEX (EUROPE) ,LTD.において研究開発の活動を進めております。 

 当連結会計年度（第28期 平成18年１月１日～平成18年12月31日）における事業の種類別セグメントの主な研究開

発活動は次のとおりであり、研究開発に要した費用は12億85百万円で、これは売上高の6.3％にあたります。 

 なお、これらはすべて電子機器関連事業に係るものであります。 

＜電子機器関連事業＞ 

(1) 防犯用製品 

① デイ・ナイト機能付ＢＯＸ型カメラ「ＶＣ－２００Ｊ」を開発し発売いたしました。この「ＶＣ－２００

Ｊ」は、昼間の映像をカラーで色鮮やかに撮影・記録し、且つ夜間には自動的に高感度の白黒映像に切り替わ

り、暗がりでも鮮明な撮影を可能にするデイ・ナイト機能を内蔵しています。どちらのモードもＩＲフィルタ

ーを使用せず、ＣＣＤの性能をフルに引き出すオプテックス独自の方式を採用しました。 

全国の自治体レベルで、マンションの共用部への防犯カメラ設置の必須化が検討されるなど、防犯カメラシ

ステムの需要はますます拡大傾向にある昨今、当システムは昼夜を問わず「犯罪行為の抑止」と「犯罪検証・

再発防止」の効果が得られると期待されています。 

② 敷地や建物の外周を警戒する屋外用警戒センサ「ＡＸ-３０ＴＦ」（屋外３０ｍ警戒）、「ＡＸ－６０Ｔ

Ｆ」（屋外６０ｍ警戒）を開発し発売いたしました。 

これらの製品は、防塵・防水に対する保護構造「ＩＰ６５」の取得や、霜や雨による赤外線ビームの減衰を

防ぐフードの採用など、従来機種よりも一段と高い耐環境性を実現しております。また、赤外線ビームの受光

量をＬＥＤで表示し、光軸調整を容易にするレベルインジケーター機能を搭載することにより、従来製品に対

して施工性の大幅な向上が可能となりました。 

(2) 自動ドア用製品 

① 衛生面を重視した現場に最適な非接触スイッチ「ＯＨＡ－１００Ｋ」を開発し発売いたしました。 

これまでの非接触スイッチは、センサを取り付けた後に検知エリアの設定変更が不可能となっておりました

が、この「ＯＨＡ－１００Ｋ」は、７段階（0°～90°）の検知エリアの設定が可能であり、センサ取り付け

後も、設置環境の変化に応じて検知エリアの設定変更を簡単に行えるようにいたしました。 

また、本体を抗菌仕様とし、その形状につきましても「ほこり」の溜まり難いデザインとするなど、衛生面

を特に重視する病院や食品工場などの自動ドアに最適な製品となっています。 

② マンションなどに多く見られるオートロック式自動ドアの防犯性をより向上させるエントランス・システム

「ＯＥＳ－８００Ｐ／Ｅ」を開発し発売いたしました。 

この「ＯＥＳ－８００Ｐ／Ｅ」は、複数の自動ドアセンサーを制御する当社独自技術により、オートロック

式自動ドアの不正解除を防止することが出来ます。また、オプション機器を装着することにより、不正侵入者

を音や光等で威嚇することが可能となり、自動ドア用製品にセキュリティ機能を付加させた新しい製品として

注目されております。 

(3) 産業機器用製品 

① 汎用機器 

・アメリカ市場向け汎用光電センサ 

  アメリカ市場に特化したフルラインナップ汎用光電センサの開発を行いました。専用ＩＣ「Opto ASIC」

を搭載することにより、クラス最高の検出距離を確保し、なおかつローコスト化にも成功いたしました。こ

の製品開発によって、本格的にアメリカ市場参入が可能となりました。 

 ・アンプ内蔵レーザー式小型汎用センサ 

  主力機種（Ｚシリーズ）のラインナップ追加として、同軸型光学系を使用した小型汎用透明体検出セン

サ、三角測量の原理を応用した距離測定型センサの開発を行いました。独自開発したカスタムＩＣ搭載と同

軸型光学系の使用により、従来のセンサでは検出が難しかった透明体の検出が可能になり、しかも長距離検

出が可能となりました。また距離測定型センサにおいてはＬＥＤタイプとレーザータイプを用意し、名刺１

枚分の段差も検出できるレベルまで完成度を高めました。 



・ローコストティーチング式ファイバアンプ 

  主に欧州、アジア市場のシェア拡大を目的に大幅にコストを下げたファイバアンプの開発を行いました。

日本市場においてはデジタルファイバアンプが主流でありますが、欧州、アジアにおいては、今なおデジタ

ルファイバアンプ以外のタイプが主流を占めております。専用カスタムＩＣとマイコンの搭載により長距離

検出、高分解能、ローコストを可能にいたしました。 

② アプリケーション機器 

・画像処理センサＭＶＳシリーズ 

  全く新しい画像処理センサ、「ＭＶＳシリーズ」を開発し、平成19年４月に発売する予定です。このＭＶ

Ｓシリーズは、従来の画像処理装置と異なり、カメラ部分に画像処理プロセッサを内蔵しております。画像

処理プロセッサは大型で発熱量が多く、カメラ部分に搭載すると筐体を大型化する必要がありました。当社

では、「ＯＰＴＣＰＵ」を用いることで、小型・低消費電力の画像処理ハードウェアを実現し、極めて小型

の画像処理内蔵カメラを実現することができました。 

  カメラ部分に画像処理機能を内蔵することで、耐ノイズ性を大幅に向上したほか、撮像素子をきめ細かく

制御することで高速処理、安定検出するための様々な補正処理を実現しております。 

③ 計測機器 

厳しい設置環境においても安心してご使用いただけるよう、耐水性・耐熱性・応答速度を向上した据置型非

接触温度計「ＳＡ－８０Ｔ－２Ａ／ＳＡ－８０Ｔ－４Ａ」を開発し発売いたしました。 

「ＳＡ－８０Ｔ－２Ａ／ＳＡ－８０Ｔ－４Ａ」はシリンダー形状を採用することで、限られたスペースへの

設置を可能とし、ＳＵＳ／ＡＬボディーによる十分な強度と、シリコンレンズの採用によるノイズに強く、正

確で素早い温度測定を可能としました。 

ゴム・樹脂・塗装・製紙・窯業等の業界をターゲットとしており、シンプルな機能を実現することにより、

品質管理の向上や安全管理にご利用いただきやすい製品となっております。 

(4) 交通関連製品 

 車両事故記録装置ドライブトレーナーの新製品 「ＤＴ－Ｇ０１」を開発し発売いたしました。 

「ＤＴ－Ｇ０１」は、車両運転中に速度超過を検知するとリアルタイムでドライバーに音声による告知を行い、

未然に事故を防止し安全運転へと誘導します。また、「ＧＰＳ」機能を搭載したことにより、取り付け車両から

の車速情報の取り出しを行うことなく、車両の速度情報を表示することが可能となりました。 

 併せて、ドライブトレーナー用解析ソフト２製品を開発し発売いたしました。 

 「ＳＷ-ＶＤ０１」 は、ドライブトレーナーに記録されたデータから、アイドリング時間や無駄な加減速時間

などを含んだ簡易日報を自動的に作成し、さらに、その情報を任意抽出することによって運転状態の集計グラフ

を作成することを可能としました。これにより、安全運転情報の提供にとどまらず、「エコ運転」に繋がる情報

提供を可能としました。 

 さらに、「ＳＷ－ＶＤＴ０１（地図あり）」では、車両の位置情報がわかる地図機能を搭載することにより、

一日の走行画像と連動した軌跡付き日報画面を表示することを可能とし、ウインカー信号やブレーキ信号もパソ

コン画面上で閲覧することを可能としました。 

 ＤＴシリーズとＳＷシリーズをセットでご使用していただくことで、映像を見ながらドライバーと運行管理者

が「安全運転・エコ運転」への意識を共有し、その名の通り 「安全運転の指導者」としてお客様をサポートで

きるものと期待しております。 

(5) 環境関連製品 

 特記事項はありません。 

＜その他の事業＞ 

特記事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 (1) 重要な会計方針及び会計数値の見積もり 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。連結財務諸表の作成に際しては、連結会計年度末における資産・負債の報告数値及び偶発債務の開示並び

に報告期間における収益・費用の報告数値に影響を与える見積もりや仮定を使用する必要があるため、過去の実績

や法制度の変更など様々な要因に基づき、見積もり及び判断を行っております。 

当社グループの重要な会計方針については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりですが、実際の結果は見積もり特有の不確実性

があるため、これらの見積もりと異なる場合があります。 

 (2) 財政状態の分析 

① 資産の状況 

資産合計は218億32百万円となり、前連結会計年度末と比べて34億80百万円増加しました。 

1）流動資産 

流動資産の残高は153億49百万円となり、25億48百万円増加しました。 

この主な要因は営業収入の増加により、現金及び預金が21億50百万円増加したものであります。 

2）固定資産 

固定資産の残高は64億83百万円となり、９億31百万円増加しました。 

この主な要因は投資有価証券の取得により、投資その他の資産が10億99百万円増加したものであります。 

② 負債の状況 

負債合計は40億98百万円となり、前連結会計年度末と比べて12億70百万円増加しました。 

1) 流動負債 

流動負債の残高は31億65百万円となり、11億81百万円増加しました。 

この主な要因は未払法人税等が９億50百万円増加したものであります。 

2) 固定負債 

固定負債の残高は９億32百万円となり、89百万円増加しました。 

この主な要因は退職給付引当金と役員退職慰労引当金が、合計で78百万円増加したものであります。 

③ 純資産の状況 

純資産合計は177億34百万円となり、前連結会計年度末の少数株主持分及び資本の合計と比べて22億９百万円

増加しました。 

この主な要因は利益剰余金17億15百万円の増加であります。 

(3) 経営成績の分析 

① 売上高 

売上高は202億94百万円となり、前連結会計年度に比べ12億82百万円増加しました。 

国内売上高は自動ドア用製品と産業機器用製品が好調に推移し、防犯用製品の売上減少を上回り、77億27百

万円と５億54百万円増加しました。海外売上高は北米の自動ドア用製品、ヨーロッパの防犯用製品が増加

し、アジアにおける生産受託事業の売上減少がありましたが125億67百万円と７億27百万円増加しました。 

② 営業利益 

営業利益は37億28百万円となり、前連結会計年度に比べ10億72百万円増加しました。 

この主な要因は、売上高が増加したことによる増益効果と売上原価率の低下であります。売上原価率は、生

産体制の効率化やコストダウンによる原価削減をはじめ、高収益製品の販売促進により、3.8ポイント低下し

ました。一方で、販売費及び一般管理費は３億35百万円増加しましたが、売上高に占める比率は0.6ポイント

改善しております。 

③ 経常利益 

経常利益は39億21百万円となり、前連結会計年度に比べ11億45百万円増加しました。 

これは、前連結会計年度に比べ営業利益が増加したことによるもので、為替差益は69百万円増加し93百万円

となりました。 

④ 税金等調整前当期純利益 

税金等調整前当期純利益は39億4百万円となり、前連結会計年度に比べ11億31百万円増加しました。 

これは、前連結会計年度に比べ経常利益が増加したことによるものです。 

⑤ 当期純利益 

当期純利益は22億82百万円となり、前連結会計年度に比べ６億97百万円増加しました。少数株主利益（控

除）はオプテックス・エフエー株式会社の少数株主に帰属する利益からなるものです。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資の総額は、５億45百万円（無形固定資産への投資を含む）となりました。その主なもの

は、電子機器関連事業における新製品用金型等の購入２億91百万円、中国での製造合理化設備等２億11百万円であり

ます。 

 なお、生産能力に重大な影響を与えるような固定資産の売却、撤去等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

(2) 国内子会社 

  平成18年12月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業 
員数 
（名） 

建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

工具器具及
び備品 

合計 

本社 

（滋賀県大津市） 

電子機器関連事

業 

販売・開発・技

術・企画・管理業

務施設 

1,375,615 1,617 
904,590 

(22,245)
401,031 2,682,854 

209 

（24）

旧本社 

（滋賀県大津市） 
－ 賃貸施設 150,084 － 

210,731 

(734)
5,005 365,821 － 

東京営業所 

（東京都新宿区） 

電子機器関連事

業 
販売業務施設 1,927 － 

－ 

(－)
1,503 3,431 

23 

（1）

  平成18年12月31日現在

会社名 所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業 
員数 
（名） 

建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

工具器具及
び備品 

合計 

オプテックス・

エフエー㈱ 

京都市 

山科区 

電子機器関

連事業 

開発・販売業

務施設 
－ 15,814 

－ 

(－)
53,991 69,806 

36 

（－）

技研トラステム

㈱ 

京都市 

伏見区 

電子機器関

連事業 

開発・販売業

務施設 
66,592 － 

88,029 

(848)
11,078 165,700 

41 

（6）

オーパルオプテ

ックス㈱ 

滋賀県 

大津市 
その他 

スポーツクラ

ブ管理業務施

設 

17,316 5,924 
－ 

(－)
5,432 28,672 

5 

（2）



(3) 在外子会社 

 （注）１．帳簿価額には建設仮勘定を含んでおりません。なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

２．提出会社の本社内にはオーパルオプテックス㈱へ賃貸している施設を含んでおります。 

３．現在休止中の設備はありません。 

    ４．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に外数で記載しております。 

５．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  平成18年12月31日現在

会社名 所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業 
員数 
（名） 

建物及
び構築
物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積㎡)

工具器
具及び
備品 

合計 

OPTEX 

INCORPORATED 

米国 

カリフォルニ

ア州 

電子機器関

連事業 

販売業務施

設 
18,504 2,742 － 14,605 35,852 

19 

（－）

OPTEX 

TECHNOLOGIES INC. 

米国 

カリフォルニ

ア州 

電子機器関

連事業 

販売業務施

設 
2,316 288 － 11,294 13,900 

11 

（－）

OPTEX 

(EUROPE), LTD. 

イギリス 

バークシャー

州 

電子機器関

連事業 

販売業務施

設 
－ 57,008 － 6,120 63,128 

24 

（－）

OPTEX 

SECURITY SAS 

フランス 

サルヴァーニ

ュ 

電子機器関

連事業 

販売業務施

設 
－ 3,429 － 2,486 5,915 

4 

（－）

OPTEX 

SECURITY Sp.z o.o. 

ポーランド 

ワルシャワ 

電子機器関

連事業 

販売業務施

設 
－ 1,915 － 2,126 4,042 

5 

（－）

OPTEX 

KOREA CO., LTD. 

韓国 

ソウル市 

電子機器関

連事業 

販売業務施

設 
561 1,039 － 3,088 4,689 

5 

（－）

OPTEX 

(H.K.), LTD. 

中国 

香港特別行政

区 

電子機器関

連事業 

部材調達業

務施設 
－ － － 216 216 

7 

（－）

OPTEX 

(DONGGUAN)CO., LTD. 

中国 

広東省東莞市 

電子機器関

連事業 

製造・販売

業務施設 
－ 277,668 － 56,797 334,465 

533 

（－）

OPTEX 

ELECTRONICS (TAIWAN), LTD. 

台湾 

台北市 

電子機器関

連事業 

部材調達業

務施設 
－ － － 232 232 

3 

（－）

提出会社 平成18年12月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 
年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

本社 

（滋賀県大津市） 

電子機器関連

事業 

コンピュータ 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース） 

5,739 3,347 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等  

設備の新設、拡充計画の主なものは次のとおりであります。  

（注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完成後の
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

着手 完了 

オプテックス
㈱ 

 滋賀県大
津市 

電子機器関連
事業 

新製品用金型 472,000 － 自己資金
平成19年１
月 

平成19年12
月 

影響はあ

りませ

ん。 

OPTEX
(DONGGUAN)
CO.,LTD. 

 中国広東
省東莞市 

電子機器関連
事業 

機器設備等  174,000 － 自己資金
平成19年１
月 

平成19年12
月 

影響はあ

りませ

ん。 

 計 － － － 646,000 － － － － － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

なお、平成19年３月24日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されました。 

②【発行済株式】 

（注）１．平成18年11月10日開催の取締役会決議により、平成19年１月１日付をもって、普通株式１株を1.3株とする

株式の分割を行いました。これにより、発行済株式総数は3,911,819株増加しております。 

２．「提出日現在発行数」欄には、平成19年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの平成13年改正旧商法

第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権（旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権を

含む。）の権利行使により発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年３月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 13,039,397 16,951,216 
株式会社東京証券取引所

（市場第一部） 
－ 

計 13,039,397 16,951,216 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権（旧商法第280条ノ19の

規定に基づく新株引受権を含む。）は、次のとおりであります。 

① 平成14年３月28日の第23回定時株主総会決議に基づくもの 

 （注）１．権利付与日以降、株式の分割または併合が行われる場合、発行価額は分割または併合の比率に応じ比例的に

調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。また、権利付与日以降、時価を下回

る価額で新株を発行（転換社債の転換及び新株引受権の行使の場合を除く）するときは、次の算式により発

行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

２．権利を付与された者は、権利行使時においても、当社、当社の子会社または関連会社の取締役または従業員

の地位にあることを要する。ただし、退任、定年退職等によりかかる地位を喪失した場合は、喪失後３ヶ月

間に限り権利行使を認める。 

 なお、その他、権利行使の条件については、平成14年３月28日開催の定時株主総会決議及び取締役会決議

に基づき、当社と付与の対象者との間で締結した権利付与契約に定めるところによる。 

３．平成19年１月１日付をもって、普通株式１株を1.3株とする株式の分割を行いました。これにより、「新株

予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」はそれぞれ比例的に調整しております。 

 
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 11,500 14,600（注３） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,147 883（注３） 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年４月１日 

至 平成20年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

1,147 

574 

発行価格 

資本組入額 

883（注３）

442（注３）

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

付与された権利を第三者

に譲渡、質入その他の処

分は認めないものとす

る。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

     
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額

 
調整後発行価格 ＝ 調整前発行価格 × 

新規発行前の株価 

 既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



② 平成15年３月29日の第24回定時株主総会決議に基づくもの 

 （注）１．① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社または当社の子会社の取締役または従

業員の地位にあることを要する。ただし、退任、定年退職等によりかかる地位を喪失した場合は、喪失

後２年間に限り権利行使を認める。 

 ② 新株予約権の質入れ、権利設定は認めない。 

③ その他、権利行使の条件については、第24回定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と本件新株予約権割当ての対象となる当社の取締役または従業員との間で個別に締結した新株

予約権割当に関する契約に定めるところによる。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。ただし、新株予約権を行使した場合または定款授権に

基づく取締役会の決議により当社が取得した自己株式をストックオプションの権利者に譲渡した場合は払込

金額の調整は行わない。 

３．平成19年１月１日付をもって、普通株式１株を1.3株とする株式の分割を行いました。これにより、「新株

予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」はそれぞれ比例的に調整しております。 

 
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 674 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 101,100 131,430（注３） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,526 1,174（注３） 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年４月１日 

至 平成21年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

1,526 

763 

発行価格 

資本組入額 

1,174（注３）

587（注３）

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使の条件

は、当社と権利付与対象

者との間で締結した「新

株予約権割当契約書」に

定めるところによりま

す。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

付与された権利を第三者

に譲渡、質入その他の処

分は認めないものとす

る。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

     
既発行株式数 ＋ 

 新規発行株式数×１株当たり払込金額

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

 １株当たりの時価 

  既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



③ 平成16年３月27日の第25回定時株主総会決議に基づくもの 

 （注）１．① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社または当社の子会社の取締役、監査役

または従業員の地位にあることを要する。ただし、退任、定年退職等によりかかる地位を喪失した場合

は、喪失後２年間に限り権利行使を認める。 

 ② 新株予約権の質入れ、権利設定は認めない。 

③ その他、権利行使の条件については、第25回定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と本件新株予約権割当ての対象となる当社の取締役、監査役または従業員との間で個別に締結

した新株予約権割当に関する契約に定めるところによる。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。ただし、新株予約権を行使した場合または定款授権に

基づく取締役会の決議により当社が取得した自己株式をストックオプションの権利者に譲渡した場合は払込

金額の調整は行わない。 

３．平成19年１月１日付をもって、普通株式１株を1.3株とする株式の分割を行いました。これにより、「新株

予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」はそれぞれ比例的に調整しております。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

 
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 1,140 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 114,000 148,200（注３） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,252 2,502（注３） 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年４月１日 

至 平成22年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

3,252 

1,626 

発行価格 

資本組入額 

2,502（注３）

1,251（注３）

新株予約権の行使の条件 （注１） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

付与された権利を第三者に

譲渡、質入その他の処分は

認めないものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

     
既発行株式数 ＋ 

 新規発行株式数×１株当たり払込金額

 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

 １株当たりの時価 

  既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行された新株予約権（旧商法第280条ノ

19の規定に基づき発行された新株引受権を含む。）の権利行使による増加であります。 

２．株式分割（１：1.5）によるものであります。 

３．平成19年１月１日付をもって、普通株式１株を1.3株とする株式の分割を行いました。これにより、発行済

株式総数は3,911,819株増加しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年12月31日 

（注）１． 
68,000 8,568,265 32,300 2,666,259 32,300 3,517,959 

平成16年２月20日 

（注）２． 
4,284,132 12,852,397 － 2,666,259 － 3,517,959 

平成16年12月31日 

（注）１． 
51,200 12,903,597 25,919 2,692,179 25,881 3,543,841 

平成17年１月１日～ 

平成17年12月31日 

（注）１． 

80,900 12,984,497 51,335 2,743,514 51,287 3,595,129 

平成18年１月１日～ 

平成18年12月31日 

（注）１． 

54,900 13,039,397 37,069 2,780,584 37,043 3,632,172 



(5）【所有者別状況】 

 （注）自己株式10,967株は、「個人その他」に109単元及び「単元未満株式の状況」に67株含めて記載しております。 

  平成18年12月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 45 22 54 56 2 4,738 4,917 － 

所有株式数

（単元） 
－ 27,955 1,381 2,751 21,805 174 75,940 130,006 38,797 

所有株式数の

割合（％） 
－ 21.50 1.06 2.12 16.77 0.14 58.41 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

 （注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数の内、信託業務に係る株式数は491千株、日

本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数の内、信託業務に係る株式数は439千株であります。 

２．日興シティ信託銀行株式会社の所有株式数は、全て信託業務に係る株式であります。 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

小林 徹 滋賀県大津市 1,430 10.97 

有本 達也 滋賀県大津市 1,207 9.25 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 744 5.70 

ザ チェース マンハッタン 

バンク エヌエイ ロンドン 

エス エル オムニバス ア

カウント 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET 

LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

723 5.54 

栗田 克俊 滋賀県大津市 595 4.56 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 532 4.08 

ステート ストリート バン

ク アンド トラスト カン

パニー ５０５０２５ 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

P.O. BOX 351 BOSTON HASSACHUSETTS 

02101 U.S.A.  

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

340 2.61 

日興シティ信託銀行株式会社

（投信口） 
東京都品川区東品川２丁目３番14号 250 1.91 

笈田 壽貞夫 福井県越前市 221 1.70 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 214 1.64 

計 － 6,259 48.00 



３．ジェー・ピー・モルガン・ホワイトフライヤーズ・インク及びその共同保有者であるＪＰモルガン・アセッ

ト・マネジメント・ジャパン株式会社、ハイブリッジ・キャピタル・マネジメント・エルエルシー、ジェ

ー・ピー・モルガン・セキュリティーズ・リミテッド及びＪＰモルガン証券株式会社から平成19年１月12日

付で提出された大量保有報告書に関する変更報告書により、平成18年12月31日現在でそれぞれ以下のとおり

株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の

確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

氏名又は名称 住所 
保有株式等の
数（株） 

株券等保有
割合（％） 

ジェー・ピー・モルガン・ホ

ワイトフライヤーズ・インク 

アメリカ合衆国ニューヨーク州 10017

ニューヨークパーク・アベニュー270 
12,615 0.06 

ＪＰモルガン・アセット・マ

ネジメント・ジャパン株式会

社 

東京都千代田区丸の内２丁目７番３号 

東京ビルディング 
999,400 5.91 

ハイブリッジ・キャピタル・

マネジメント・エルエルシー 

アメリカ合衆国ニューヨーク州 10019

ニューヨークウェスト57ストリート９、

27階 

13,520 0.08 

ジェー・ピー・モルガン・セ

キュリティーズ・リミテッド 

英国 ロンドン EC2Y 5AJ ロンド

ン・ウォール 125 
5,000 0.03 

ＪＰモルガン証券株式会社 
東京都千代田区丸の内２丁目７番３号 

東京ビルディング 
4,500 0.03 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 10,900  

（相互保有株式） 

普通株式 12,000  

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,977,700 129,777 － 

単元未満株式 普通株式   38,797  － － 

発行済株式総数 13,039,397 － － 

総株主の議決権 － 129,777 － 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

オプテックス株式

会社 

滋賀県大津市にお

の浜四丁目７番５

号 

10,900 － 10,900 0.08 

（相互保有株式） 

オフロム株式会社 

福井県福井市三留

町72－10 
12,000 － 12,000 0.09 

計 － 22,900 － 22,900 0.17 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権方式のストックオプション制度並びに平成13年改

正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権方式のストックオプション制度を採用してお

ります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

① 平成14年３月28日の第23回定時株主総会において、新株引受権の付与を決議しております。その内容は次のと

おりであります。 

② 平成15年３月29日の第24回定時株主総会において、新株予約権の付与を決議しております。その内容は次のと

おりであります。 

決議年月日 平成14年３月28日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役４ 

当社従業員55 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

決議年月日 平成15年３月29日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役４ 

当社従業員５ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 



③ 平成16年３月27日の第25回定時株主総会において、新株予約権の付与を決議しております。その内容は次のと

おりであります。 

決議年月日 平成16年３月27日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役３ 

当社監査役３ 

当社従業員６ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株）  同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  同上 

新株予約権の行使期間  同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項  同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法

第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項及び会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

 （注）当期間における保有自己株式には、平成19年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）当期間における保有自己株式には、平成19年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円） 

当事業年度における取得自己株式 900 2,822 

当期間における取得自己株式 3,497 8,623 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 － － － － 

保有自己株式数 10,967 － 14,464 － 



３【配当政策】 

当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つであると位置付けております。 

配当につきましては、収益状況に裏付けられた成果の配分を行うことを基本に、成長過程の現状におきましては配

当性向30％を目処としつつ、将来の事業展開に備えた財務基盤の強化を考慮し、安定配当とのバランスを総合的に勘

案して決定しております。今後とも株主の皆様のご支援にお応えすべく、収益の向上を図り、より高い利益還元を目

指してまいります。 

内部留保資金は将来の成長、発展に必要な新製品の研究開発、設備投資並びに新規事業投資など、中長期的な事業

拡大の財源として充当し、更なる業績の向上と経営体質の強化を図ってまいります。 

当期の期末配当につきましては、上記の方針に基づき１株当たり20円の配当を実施することを決定いたしました。

これにより、平成18年９月に実施いたしました中間配当１株当たり20円を含め、年間では１株当たり40円となりま

す。 

なお、配当の支払時期及び回数につきましては、会社法施行後も変更なく、従来どおり中間配当及び期末配当の年

２回の配当を継続させていただく予定であり、これらの配当の決定機関は、期末配当につきましては株主総会、中間

配当につきましては取締役会でそれぞれ決定する方針です。 

また、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成15年６月２日より株式会社東京証券取引所市場第一部、それ以前は同市場第二部に

おけるものであります。 

 ２．平成19年１月１日付をもって、普通株式１株を1.3株とする株式の分割を行っております。第28期の株価の

うち※印がついているものは、当該株式の分割による権利落後の最高・最低株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 ２．平成19年１月１日付をもって、普通株式１株を1.3株とする株式の分割を行っております。平成18年12月の

株価のうち※印がついているものは、当該株式の分割による権利落後の最高・最低株価であります。 

決議年月日 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成18年８月３日 

取締役会決議 
259,743 20 

平成19年３月24日 

定時株主総会決議 
260,568 20 

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

最高（円） 1,980 3,950 3,500 3,280 
3,510 

※ 2,570 

最低（円） 1,428 1,430 1,838 2,160 
2,500 

※ 2,500 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 3,100 3,340 3,400 3,460 3,380 
3,340 

※ 2,570 

最低（円） 2,710 2,850 3,160 3,110 3,110 
3,170 

※ 2,500 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式
数 

（千株） 

代表取締役 社長兼ＣＥＯ 小林 徹 昭和23年１月10日生 

昭和46年４月 ムネカタ株式会社入社 

昭和47年６月 竹中エンジニアリング工業株式会

社入社 

昭和54年５月 当社設立代表取締役社長 

昭和58年５月 オフロム株式会社取締役(現任) 

平成２年１月 オーパルオプテックス株式会社代

表取締役社長 

平成４年２月 ジックオプテックス株式会社監査

役（現任） 

平成８年７月 ㈱エフエム滋賀代表取締役社長 

平成10年12月 OPTEX ELECTRONICS(TAIWAN),LTD.

取締役 

平成12年７月 当社代表取締役社長画像部門統括 

平成13年１月 当社代表取締役社長防犯部門・研

究開発部門・事業企画室統括 

平成13年４月 当社代表取締役社長研究開発部

門・事業企画室統括 

平成13年７月 OPTEX INCORPORATED取締役 

平成13年11月 OPTEX(EUROPE),LTD.代表取締役会

長 

平成14年１月 オプテックス・エフエー㈱取締役

（現任） 

 当社代表取締役社長兼ＣＥＯ（現

任） 

平成18年

３月定時

株主総会

から２年

間  

1,430 

取締役 

事業部門統轄

兼品質管理本

部長兼執行役

員ＡＭＳ事業

本部長 

杉村 竝三 昭和22年１月24日生 

昭和42年４月 株式会社サテン音響入社 

昭和48年１月 ローム株式会社入社 

平成元年10月 当社入社 

平成７年１月 当社製造部長兼品質管理部長 

平成７年７月 OPTEX(H.K.),LTD.代表取締役社長 

平成８年３月 当社取締役製造部長兼品質管理部

長 

平成10年１月 当社取締役研究開発部門・製造部

門・品質管理部門統括 

平成10年３月 ジックオプテックス株式会社取締

役 

平成10年12月 OPTEX ELECTRONICS(TAIWAN),LTD.

代表取締役社長 

平成13年１月 当社取締役設計部・製造部・品質

管理部統括 

平成14年１月 当社取締役オプテックス香港担当 

平成16年１月 当社取締役事業部門兼品質保証統

括 

平成17年１月 当社取締役事業部門統轄兼品質管

理本部長 

平成18年１月 当社取締役事業部門統轄兼品質管

理本部長兼執行役員ＡＭＳ事業本

部長（現任） 

平成18年

３月定時

株主総会

から２年

間  

10 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式
数 

（千株） 

取締役 

スタッフ部門

統轄兼人事本

部長兼執行役

員イノベーシ

ョン事業本部

長 

神崎 清賢 昭和25年６月18日生 

昭和50年４月 大成物産株式会社入社 

昭和57年４月 当社入社 

平成11年１月 当社産業機器営業部長 

平成11年３月 当社取締役産業機器営業部長 

平成11年７月 当社取締役営業部門統括 

平成12年２月 OPTEX(EUROPE),LTD.代表取締役会

長 

平成12年５月 SECUMATIC B.V.取締役 

平成13年１月 当社取締役自動ドア営業部門・計

測営業部門・環境営業部門統括 

平成13年４月 当社取締役営業部門統括 

平成14年１月 当社取締役社長室担当執行役員 

平成15年１月 当社取締役人事本部長 

平成16年１月 当社取締役スタッフ部門統轄兼人

事本部長 

平成16年３月 オーパルオプテックス株式会社取

締役（現任） 

平成18年１月 当社取締役スタッフ部門統轄兼人

事本部長兼執行役員イノベーショ

ン事業本部長（現任） 

平成18年

３月定時

株主総会

から２年

間  

33 

取締役   桑野 幸徳 昭和16年２月14日生 

昭和38年４月 三洋電機株式会社入社 

平成５年２月 同社取締役 

平成５年12月 同社取締役研究開発本部長 

平成６年３月 当社監査役 

平成８年６月 三洋電機株式会社常務取締役 

平成11年６月 同社取締役・専務執行役員 

平成12年10月 当社監査役退任 

平成12年11月 三洋電機株式会社代表取締役社長

兼ＣＯＯ 

平成16年４月 同社代表取締役社長 ＣＥＯ兼Ｃ

ＯＯ 

平成17年11月 同社相談役 

平成18年３月 当社取締役（現任） 

平成18年６月 三洋電機株式会社常任顧問（現

任） 

平成18年

３月定時

株主総会

から２年

間  

1 

 



 （注）１．取締役桑野幸徳氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役坂井定信氏及び監査役八幡知行氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．当社では、平成14年１月７日より組織のより機動的な運営を図るために、執行役員制度を導入しておりま

す。 

執行役員は７名で、次のとおり構成されております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式
数 

（千株） 

常勤監査役  松村 保男 昭和23年12月23日生 

昭和46年４月 新日本電気株式会社（現関西日本

電気株式会社）入社 

平成９年７月 同社信頼性技術担当部長兼TQC・T

PM推進担当部長 

平成11年２月 当社へ出向 

当社顧問兼製造部製造品質課長 

平成12年１月 当社品質管理部ディレクター兼 

品質管理部品質管理課マネージャ

ー 

平成14年１月 当社執行役員兼調達企画部ディレ

クター 

平成15年１月 当社執行役員兼システム企画本部

長 

平成15年11月 当社入社 

当社内部監査室長 

平成16年３月 当社常勤監査役（現任） 

平成16年４月 OPTEX KOREA CO.,LTD.監査役

（現任） 

 オーパルオプテックス株式会社監

査役（現任） 

平成19年

３月定時

株主総会

から４年

間  

1 

監査役  坂井 定信 昭和17年３月20日生 

昭和44年11月 立石電機株式会社（現オムロン株

式会社）入社 

平成９年４月 同社監査室長 

平成14年３月 当社常勤監査役 

平成16年３月 当社監査役（現任） 

平成16年４月 OPTEX ELECTRONICS(TAIWAN),LTD.

監査役（現任） 

 技研トラステム株式会社監査役

（現任） 

平成16年

３月定時

株主総会

から４年

間  

2 

監査役  八幡 知行 昭和18年２月２日生 

昭和47年４月 監査法人中央会計事務所（現みす

ず監査法人）大阪事務所入所 

昭和54年12月 八幡公認会計士事務所所長（現

任） 

平成９年３月 当社監査役（現任） 

平成14年１月 オプテックス・エフエー株式会社

監査役（現任） 

平成19年

３月定時

株主総会

から４年

間  

3 

    計 － 1,483 

杉村 竝三 （ＡＭＳ事業本部長） 

神崎 清賢 （イノベーション事業本部長） 

角  光史 （ＲＶＲ事業本部長、OPTEX (EUROPE),LTD.代表取締役会長） 

東  晃 （管理本部長） 

今井 貴之 （エントランス事業本部長） 

福井 真一 （OPTEX (H.K.),LTD.、OPTEX (DONGGUAN)CO.,LTD.薫事長） 

上村 透 （技術開発本部長） 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループは、株主、投資家をはじめ、顧客、社会からの信頼を獲得しつつ、継続的に企業価値を向上させる

ことが最大の使命であると認識しております。その実践のためにコーポレート・ガバナンスの充実を経営の最重要

課題の一つと位置付けて、経営の透明性向上と、公正かつ迅速な意思決定を伴う経営システムの維持及び経営監視

機能の強化を目指しております。 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社機関の内容 

 取締役は、原則毎月１回開催される経営会議（執行役員会）に出席するほか、各執行役員及び事業部門責任

者から定期的に業務執行状況の報告を受けることで経営監督を行い、原則毎月１回開催される取締役会におい

て、コーポレート・ガバナンスを含めた経営に関する重要事項について決定及び必要な処置を行っておりま

す。 

 当社は監査役会制度を採用しており、社外監査役２名を含む監査役３名は、取締役会、経営会議等の重要会

議に出席するほか、重要な決議書類の閲覧、更には業務及び財産の状況の調査により、厳正な監査を実施して

おります。また、グループ全体の監査状況を把握し課題を検討するために、原則年２回、海外を含めた全ての

子会社の監査役もしくは監査担当役員によるグループ監査役会を開催しております。この他に、関係会社を含

めた内部監査を実施する部署として社長直轄の内部監査室を設置しており、遵法・リスクマネジメント・内部

統制システム等について監査を実施し、評価と提言を定期的に行っております。また、品質や環境マネジメン

ト等の各種監査についても関係部署と連携して実施しております。 

 更に、コンプライアンス推進委員会を設置するとともに、「オプテックス行動規範」を制定いたしておりま

す。この「オプテックス行動規範」は当社グループ全ての関係者に周知徹底することにより、グループをあげ

て遵法経営の実践を目指しております。 

 業務執行・経営の監視のしくみ及び内部統制システムの模式図は以下のとおりです。 



② 内部統制システムの整備の状況 

 当社は、平成18年５月16日開催の取締役会において、会社法及び会社法施行規則に基づき、内部統制システ

ム構築の基本方針に関し、下記のとおり決議しております。 

1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

・取締役会は、法令及び定款等の遵守のための体制を含む内部統制システムに関する基本方針を決定し、そ

の実施状況を監督するとともに、適宜、基本方針の見直しを行う。 

・監査役は、内部統制システムの整備と実施状況を含め、業務執行状況の調査を行い、独立した立場から取

締役の職務執行の監査を行う。 

・代表取締役社長を委員長とするコンプライアンスに関する委員会を設置し、遵法精神に基づく企業行動な

らびに社員行動の徹底を図るための重要事項を審議し、推進する。また、行動規範を制定し、周知徹底す

ることにより当社グループ全役職員のコンプライアンスに対する意識の維持向上に努める。 

・内部監査部門として代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し、内部監査規定及び年次の内部監査計画に

基づき、各部門について内部統制システムの有効性を含めた内部監査を実施し、監査結果は、定期的に代

表取締役社長に報告するとともに、監査役会に対しても内部監査の状況を報告する。 

2）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

  株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか重要な職務執行に係る情報が記載された文書（電磁

的記録を含む。以下同じ。）を関連資料とともに、文書管理規定その他の社内規定の定めるところに従い、

適切に保存し、管理する。取締役及び監査役は、これらの文書を常時閲覧または謄写できるものとする。 

3）損失の危機の管理に関する規程その他の体制 

・当社の事業運営に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクを把握し、その評価を行い、これを事業運営に

活かす仕組みを整備する。また、当該リスク管理の実効性を確保するために委員会を設置しその体制を整

備する。 

・事業運営に重大な影響を及ぼす事態が発生した場合の対応やその予防について必要な措置を講じる。 

4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・意思決定の迅速化のため、業務分掌規定及び職務権限規定等社内規定を整備し、権限、責任を明確にする

とともに、重要事項については、経営会議での審議を踏まえて取締役会の意思決定に資するものとする。

・取締役会は、各取締役の業務担当を定め、各取締役は自らの担当組織の長を監督する。 

5）当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

・当社グループ企業全てに適用する行動指針として行動規範を定め、グループ企業全体において遵法経営を

実践する。 

・グループ企業を統轄する部署を定め、グループ企業各社の業務を所管する事業部門と連携し、子会社統治

規定など関連規定に基づき、グループ企業各社の経営管理を行うものとし、必要に応じてモニタリングを

行うものとする。 

6）監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならびに

その使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 監査役がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議の上、監査役を補

助すべき使用人を置くものとする。なお、使用人の任命、異動、評価、指揮命令権限等は、監査役会の事前

の同意を得るものとし、当該使用人の取締役からの独立性を確保するものとする。 

7）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

 取締役及び使用人は、当社及び当社グループの業務または業績に影響を与える重要な事項につき、その内

容、業務執行の状況及び結果について遅滞なく監査役会に報告する。また、これに係わらず、監査役はいつ

でも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることができるものとする。 

8）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

・監査役及び監査役会は、代表取締役社長と定期的に会合をもち、経営方針、会社の対処すべき課題、会社

を取り巻くリスクの他、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要問題等について意見を交換する。 

・当社グループ企業全ての監査役もしくは監査担当役員は、グループ企業全体の監査状況を把握し課題を検

討するため、定期的にグループ監査役会を開催し、意見交換を行う。 

・内部監査部門は、監査役との情報交換を含め連携を密にする。 



(2) リスク管理体制の整備状況 

当社グループは、経営環境が大きく変化する中で、継続的に企業価値を最大化するために、当社グループを取り

巻く様々なリスクに適切に対応することが重要であると認識しております。当社では平成15年度よりリスク管理特

別委員会を設置し、事業運営に重大な影響を与える可能性のあるリスク事項の把握及び対策の検討と実施促進を行

っております。また、従業員からの相談等に対応するため「相談窓口担当者」を設置し、職制ラインから切り離し

て相談ができる体制を構築するとともに、直接、顧問弁護士に対して匿名により相談・告発が可能なしくみを構築

いたしております。更に、「個人情報保護方針」を定め、「個人情報取扱規程」を制定し、個人情報の保護や管理

の改善に取り組んでおります。 

(3) 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

① 内部監査及び監査役監査 

 当社は、内部監査部門として社長直轄の内部監査室を設置しており、各部門、部課、子会社の業務執行につ

いて、内部監査規定及び年次の内部監査計画に基づき、必要な内部監査を実施しております。監査結果につき

ましては、原則毎月１回社長に報告するとともに、監査役会に対しても、定期的に内部監査の状況を報告して

おります。また、会計監査人とは、中間及び期末の各決算における監査終了後、監査報告会を開催し、会計監

査人より監査結果の報告を受けるとともに、重要な会計に関する検討課題については随時意見交換し、検討を

行っております。 

② 会計監査の状況 

 当社は、会社法及び証券取引法に基づく会計監査について監査法人トーマツと監査契約を締結し、会計監査

を受けております。なお、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特

別な利害関係はありません。 

イ．業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数については、以下のとおりで

す。 

 （注）１．監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

２．上記査法人は従来より自主的に業務執行社員について、一定期間を超えて継続的に関与することの

ないよう措置をとっております。 

ロ．監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士 ８名  会計士補 ３名  その他 ２名 

(4) 会社と社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の概要 

 この有価証券報告書提出日現在において、当社の社外取締役である桑野幸徳氏は、当社株式を1,800株保有し

ております。また、社外監査役につきましては、坂井定信氏は2,800株、八幡知行氏は3,250株、当社株式をそれ

ぞれ保有しております。なお、社外取締役及び社外監査役と当社との間に、それ以外の利害関係はありません。

公認会計士の氏名等  所属する監査法人 

 指定社員 業務執行社員 丹治 茂雄  
監査法人トーマツ  

 指定社員 業務執行社員 中山 紀昭  



(5) 役員報酬等及び監査報酬等の内容 

当事業年度における役員報酬等及び監査報酬等は以下のとおりであります。 

① 役員報酬等の内容 

（注）１．平成19年３月24日開催の第28回定時株主総会において、取締役への報酬額を年額１億8,000万円以内

（使用人兼務取締役の使用人分給与は除く）、監査役への報酬額を年額3,600万円以内と決議しており

ます。 

 ２．上記のほか、平成18年３月25日開催の第27回定時株主総会決議に基づき、取締役３名に対し1,990万

円、監査役３名に対し520万円の役員賞与を支給しております。 

 ３．金銭以外の報酬としてストックオプション制度があります。内訳については「第４ 提出会社の状況 

１．株式等の状況 (7) ストックオプション制度の内容」に記載しております。 

 なお、当社は平成19年１月17日開催の取締役会において、当社の取締役に対して業績連動報酬を導入することを

決議いたしました。本決議に際しては監査役全員の同意を得ております。 

（算定方法） 

 1）当該年度の「連結経常利益増減率」と「連結売上高計画達成率」及び「連結当期純利益額」から以下の計算

式に基づき支給総額を算出する。 

 「業績連動報酬総額」＝｛「連結当期純利益額」×5/100×「連結経常利益対前年増減率」＋「連結当期純

利益額」×（「連結売上高計画達成率」×1/10－0.09）｝×8/10 

 2）自己資本連結当期純利益率が８％を上回った場合、かつ、連結売上高計画達成率が90％以上の場合にのみ支

給する。 

 3）ただし、上記算出額にかかわらず、総額の上限は「連結当期純利益額の４％まで」とし、かつ１億円を超え

ない額とする。 

 4）各取締役への配分は、各取締役の年俸額（固定部分）比例により配分する。 

（注）1）及び2）に定める「連結売上高計画達成率」の算定の基礎となる連結売上高計画値は、毎期初に開催さ

れる取締役会において決定・公表した通期の連結売上高計画値とし、その後に当該計画値を修正した場合

においても、修正後の数値は用いないものとする。 

 なお、第29期（平成19年１月１日～平成19年12月31日）期初において決定・公表した通期の連結売上高

計画値は22,100百万円であります。 

② 監査報酬等の内容 

当事業年度における監査法人に対する監査報酬は以下のとおりです。 

(6) 取締役の定数及び選任の決議要件に関する規定 

 当社は、取締役の定数を９名以内とする旨定款に定めております。また、取締役の選任決議について、議決権

を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う

旨定款に定めております。 

(7) 株主総会の特別決議要件に関する規定 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。 

区 分  支給人数  支給額 

社内取締役 ３名 115百万円 

社外取締役 １名 ８百万円 

社内監査役 １名 11百万円 

社外監査役 ２名 ８百万円 

合 計 ７名 142百万円 

区 分 支払額 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬額 20百万円 

上記以外の業務に基づく報酬額 ５百万円 

 合 計 25百万円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号、

以下「連結財務諸表規則」という）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下

「財務諸表等規則」という）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

 ただし、前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日ま

で）及び前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年１月１日から

平成18年12月31日まで）及び当事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   5,616,494   7,767,048  

２．受取手形及び売掛金   3,801,800   4,301,625  

３．有価証券   395,820   99,970  

４．たな卸資産    1,923,388   2,206,172  

５．繰延税金資産   308,319   330,194  

６．その他    777,377   668,710  

貸倒引当金   △21,993   △24,470  

流動資産合計   12,801,205 69.8  15,349,251 70.3 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物   3,159,718   2,946,223   

減価償却累計額  1,409,294 1,750,424  1,313,303 1,632,920  

(2）機械装置及び運搬具  681,416   515,775   

減価償却累計額  505,714 175,701  233,692 282,083  

(3）工具器具及び備品  3,229,478   3,321,694   

減価償却累計額  2,689,805 539,672  2,746,681 575,012  

(4）土地 ※２  1,203,351   1,203,351  

(5）建設仮勘定   11,614   6,805  

有形固定資産合計   3,680,765 20.0  3,700,172 17.0 

２．無形固定資産        

(1）のれん   －   205,466  

(2）連結調整勘定   406,059   －  

(3）その他   48,620   62,007  

無形固定資産合計   454,679 2.5  267,474 1.2 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  802,216   1,910,953  

(2）長期貸付金   19,307   22,587  

(3）繰延税金資産   390,652   358,266  

(4）その他   204,917   232,471  

貸倒引当金   △965   △8,365  

投資その他の資産合計   1,416,128 7.7  2,515,912 11.5 

固定資産合計   5,551,573 30.2  6,483,560 29.7 

資産合計   18,352,778 100.0  21,832,812 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金    776,754   997,196  

２．短期借入金   153,491   125,200  

３．未払法人税等   287,573   1,238,434  

４．繰延税金負債   976   458  

５．賞与引当金   50,906   52,340  

６．役員賞与引当金   －   62,263  

７．その他   714,626   689,748  

流動負債合計   1,984,328 10.8  3,165,641 14.5 

Ⅱ 固定負債        

１．繰延税金負債   144,496   154,302  

２．土地再評価に係る繰延
税金負債 

※２  6,895   6,895  

３．退職給付引当金   431,168   471,352  

４．役員退職慰労引当金   241,230   279,578  

５．その他   19,699   20,429  

固定負債合計   843,489 4.6  932,557 4.3 

負債合計   2,827,817 15.4  4,098,198 18.8 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   629,354 3.4  － － 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  2,743,514 14.9  － － 

Ⅱ 資本剰余金   3,595,129 19.6  － － 

Ⅲ 利益剰余金   8,261,474 45.0  － － 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※２  10,154 0.1  － － 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  83,781 0.5  － － 

Ⅵ 為替換算調整勘定   231,820 1.3  － － 

Ⅶ 自己株式 ※４  △30,269 △0.2  － － 

資本合計   14,895,606 81.2  － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  18,352,778 100.0  － － 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   2,780,584 12.7 

２．資本剰余金     － －   3,635,453 16.7 

３．利益剰余金     － －   9,977,348 45.7 

４．自己株式     － －   △29,335 △0.1 

  株主資本合計     － －   16,364,051 75.0 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   127,336 0.6 

２．土地再評価差額金     － －   10,154 0.0 

３．為替換算調整勘定     － －   497,232 2.3 

  評価・換算差額等合計     － －   634,723 2.9 

Ⅲ 少数株主持分     － －   735,838 3.3 

純資産合計     － －   17,734,613 81.2 

負債純資産合計     － －   21,832,812 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   19,012,673 100.0  20,294,933 100.0 

Ⅱ 売上原価   9,604,891 50.5  9,479,058 46.7 

売上総利益   9,407,782 49.5  10,815,874 53.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．販売促進費  83,566   113,220   

２．製品保証費  109,586   89,010   

３．荷造運賃  487,456   347,668   

４．広告宣伝費  152,804   153,357   

５．貸倒引当金繰入額  17,504   4,289   

６．役員報酬、従業員給与
及び賞与 

 2,133,166   2,313,330   

７．賞与引当金繰入額  36,948   35,189   

８．役員賞与引当金繰入額  －   62,263   

９．退職給付費用  120,829   113,809   

10．役員退職慰労引当金繰
入額 

 33,885   39,008   

11．減価償却費  225,504   193,278   

12．支払手数料  175,501   182,896   

13．研究開発費 ※４ 1,302,512   1,285,864   

14．のれん償却額  －   206,811   

15．連結調整勘定償却額  198,589   －   

16．その他  1,674,088 6,751,942 35.5 1,947,566 7,087,564 34.9 

営業利益   2,655,838 14.0  3,728,310 18.4 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  33,607   84,068   

２．為替差益  24,367   93,935   

３．持分法による投資利益  9,256   10,837   

４．受取賃貸料  15,995   11,284   

５．経営指導料  27,899   －   

６．その他  43,642 154,769 0.8 57,796 257,923 1.2 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  7,854   6,006   

２．子会社上場関連費用  15,120   －   

３．賃貸費用  －   37,738   

４．その他  11,292 34,267 0.2 20,921 64,666 0.3 

経常利益   2,776,340 14.6  3,921,568 19.3 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  3,500   3,399   

２．固定資産売却益 ※１  1,182   16,818   

３．投資有価証券売却益   －   22,503   

４．関係会社株式売却益   62,436   －   

５．子会社の増資による親
会社持分の増加額 

  329,289 396,409 2.1 － 42,721 0.2 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※２  328,411   32   

２．固定資産除却損 ※３  28,044   42,033   

３．投資有価証券評価損  43,168   3,457   

４．子会社の増資による親
会社持分の減少額 

 － 399,625 2.1 14,020 59,544 0.3 

税金等調整前当期純利
益 

  2,773,124 14.6  3,904,745 19.2 

法人税、住民税及び事
業税 

  462,079   1,515,573   

法人税等調整額  644,474 1,106,553 5.9 △5,218 1,510,355 7.5 

少数株主利益（控除）   81,908 0.4  111,960 0.5 

当期純利益   1,584,662 8.3  2,282,429 11.2 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高    3,543,841 

Ⅱ 資本剰余金増加高    

新株予約権等の権利行使
による株式の発行 

 51,287 51,287 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   3,595,129 

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高    8,133,089 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

当期純利益  1,584,662 1,584,662

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１．配当金  451,530  

２．役員賞与  7,000  

３．土地売却に伴う再評価
差額金取崩額 

 997,746 1,456,277

Ⅳ 利益剰余金期末残高   8,261,474 

   



④【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日 残高（千円） 2,743,514 3,595,129 8,261,474 △30,269 14,569,848 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 37,069 37,043     74,112 

剰余金の配当     △519,232   △519,232 

役員賞与の支給     △47,322   △47,322 

当期純利益     2,282,429   2,282,429 

自己株式の取得       △2,822 △2,822 

自己株式の処分   3,280   3,757 7,038 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

        － 

連結会計年度中の変動額合計（千
円） 

37,069 40,324 1,715,874 934 1,794,202 

平成18年12月31日 残高（千円） 2,780,584 3,635,453 9,977,348 △29,335 16,364,051 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額金 為替換算調整勘定
評価・換算差額
等合計 

平成17年12月31日 残高（千円） 83,781 10,154 231,820 325,757 629,354 15,524,961 

連結会計年度中の変動額       

新株の発行           74,112 

剰余金の配当           △519,232 

役員賞与の支給           △47,322 

当期純利益           2,282,429 

自己株式の取得           △2,822 

自己株式の処分           7,038

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

43,554 － 265,411 308,966 106,483 415,449 

連結会計年度中の変動額合計（千
円） 

43,554 － 265,411 308,966 106,483 2,209,652 

平成18年12月31日 残高（千円） 127,336 10,154 497,232 634,723 735,838 17,734,613 



⑤【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利
益 

 2,773,124 3,904,745 

減価償却費  636,057 476,266 

のれん償却額  － 206,811 

連結調整勘定償却額  198,589 － 

役員賞与引当金の増加
額 

 － 62,263 

退職給付引当金の増加
額 

 62,331 39,929 

役員退職慰労引当金の
増加額 

 33,885 38,348 

貸倒引当金の増減額  △11,542 9,854 

受取利息及び受取配当
金 

 △36,981 △84,068 

支払利息  7,854 6,006 

為替差損益  6,494 △13,622 

持分法による投資利益  △9,256 △10,837 

投資有価証券評価損  43,168 3,457 

有価証券及び投資有価
証券売却損益 

 － △22,503 

固定資産除売却損益  355,274 25,247 

子会社の増資による親
会社持分の増減額 

 △329,289 14,020 

関係会社株式売却益  △62,436 － 

売上債権の増加額  △555,608 △368,933 

たな卸資産の増減額  102,479 △206,638 

仕入債務の増加額  3,216 104,957 

未収消費税等の増加額  98,265 18,526 

役員賞与の支払額  △7,000 △51,587 

その他  334,538 311,814 

小計  3,643,164 4,464,058 

利息及び配当金の受取
額 

 39,780 81,277 

利息の支払額  △7,662 △5,789 

法人税等の支払額  △1,123,115 △574,966 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 2,552,166 3,964,579 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

定期預金の預入による
支出 

 － △500,000 

定期預金の払出による
収入 

 － 500,000 

有価証券の取得による
支出 

 △500,497 △100,000 

有価証券の売却・償還
による収入 

 302,344 400,200 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △56,338 △1,547,568 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 － 285,214 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △464,680 △509,817 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 62,186 28,479 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 － △43,816 

貸付けによる支出  △5,500 △33,300 

貸付金の回収による収
入 

 10,760 30,019 

その他  △19,469 － 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △671,194 △1,490,588 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入金の純増減額  － △28,291 

株式の発行による収入  102,623 77,393 

関係会社の増資による
少数株主からの払込み
による収入 

 684,500 10,600 

関係会社株式売却によ
る収入 

 102,675 － 

配当金の支払額  △451,530 △519,232 

少数株主への配当金の
支払額 

 － △25,800 

その他  △13,733 △5,374 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 424,533 △490,703 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 172,032 167,268 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額 

 2,477,538 2,150,554 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 3,138,955 5,616,494 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 5,616,494 7,767,048 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

 連結子会社は、 

 OPTEX INCORPORATED 

 OPTEX TECHNOLOGIES INC. 

 OPTEX(EUROPE), LTD. 

 SECURITY ENCLOSURES,LTD. 

 OPTEX SECURITY SAS 

 OPTEX SECURITY Sp.z o.o. 

 OPTEX KOREA CO., LTD. 

 OPTEX(DONGGUAN) CO.,LTD. 

 OPTEX(H.K.),LTD. 

 OPTEX ELECTRONICS(TAIWAN),LTD. 

 オプテックス・エフエー㈱ 

 技研トラステム㈱ 

 オーパルオプテックス㈱の13社であります。 

 なお、OPTEX(DONGGUAN) CO.,LTD.は平成17年８月18

日に新規設立により、新たに連結子会社となりまし

た。 

１．連結の範囲に関する事項 

 連結子会社は、 

 OPTEX INCORPORATED 

 OPTEX TECHNOLOGIES INC. 

 OPTEX(EUROPE), LTD. 

 OPTEX SECURITY SAS 

 OPTEX SECURITY Sp.z o.o. 

 OPTEX KOREA CO., LTD. 

 OPTEX(DONGGUAN) CO.,LTD. 

 OPTEX(H.K.),LTD. 

 OPTEX ELECTRONICS(TAIWAN),LTD. 

 オプテックス・エフエー㈱ 

 技研トラステム㈱ 

 オーパルオプテックス㈱の12社であります。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

 関連会社はオフロム㈱、ジックオプテックス㈱及

び SECUMATIC B.V.の３社であり、３社とも持分法を適

用しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しており

ます。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

当連結会計年度末の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

当連結会計年度末の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

② たな卸資産 

 主として総平均法に基づく原価法 

② たな卸資産 

同左 

③ デリバティブ 

 時価法 

③ デリバティブ 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法を、また在外

連結子会社は定額法を採用しております。（ただ

し、当社及び国内連結子会社は平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法

によっております。） 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物   ７～38年 

工具器具及び備品  ２～15年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。 

② 無形固定資産 

同左 

③ 長期前払費用 

 契約期間等に対応した定額法 

③ 長期前払費用 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、主とし

て連結会社間の債権債務を相殺消去した後の金額

を基礎として、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、主として支

給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上し

ております。 

② 賞与引当金 

同左 

③ 役員賞与引当金 

 ────── 

③ 役員賞与引当金 

 役員の賞与の支給に備えるため、規程に基づく

支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上

しております。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の

発生時での従業員の平均残存勤務期間以内の一定

年数（10年）による定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金

の支給に備えるため、規程に基づく期末要支給額

を計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

                 同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権債務は、当連結会計年度末の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

 なお、在外子会社等の資産及び負債は連結会計年

度末の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額

は資本の部における為替換算調整勘定に含めて計上

しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権債務は、当連結会計年度末の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

 なお、在外子会社等の資産及び負債は連結会計年

度末の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計

上しております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(6）消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法は全面時価法

を採用しております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定は、５年間で償却することとしており

ます。 

６．               ────── 

  

７．               ────── 

  

７．のれんの償却に関する事項 

 のれんは、５年間で償却することとしております。 

８．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成し

ております。 

８．               ────── 

  

９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 ────── １．固定資産の減損に係る会計基準 

 当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計

基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業基準会計委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第６号）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。 

 ────── ２．役員賞与に関する会計基準 

 役員賞与は、従来、株主総会の利益処分案決議によ

り未処分利益の減少として会計処理しておりました

が、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業

会計基準第４号）に基づき、発生した期間の費用とし

て処理しております。この結果、従来の方法と比較し

て、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

はそれぞれ65,243千円減少しております。 

 ────── ３．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 

17年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は 

16,998,775千円であります。 



表示方法の変更 

追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  

          ────── 

（連結貸借対照表） 

前連結会計年度における無形固定資産の「連結調整勘

定」は、当連結会計年度から「のれん」として表示し

ております。 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において営業外収益の「その他」に

含めておりました「受取賃貸料」（前連結会計年度

9,061千円）及び「経営指導料」（前連結会計年度

17,558千円）は営業外収益の総額の100分の10を超えた

ため、当連結会計年度より区分掲記することに変更し

ております。 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度における販売費及び一般管理費の

「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「の

れん償却額」として表示しております。 

２．前連結会計年度まで区分掲記しておりました営業

外収益の「経営指導料」（当連結会計年度19,826千

円）は営業外収益の総額の100分の10以下となったた

め、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

  

 ────── 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度における営業活動におけるキャッシ

ュ・フローの「連結調整勘定償却額」は、当連結会計

年度から「のれん償却額」として表示しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 ──────  前連結会計年度まで不動産賃貸収入は営業外収益の

「受取賃貸料」に計上し、これに対応する賃貸費用は

「販売費及び一般管理費」に含めて計上しておりました

が、当連結会計年度よりこの費用を「賃貸費用」として

計上する方法に変更いたしました。 

 この変更は、旧本社建物（滋賀県大津市）を当連結会

計年度より賃貸施設として利用することを決定したこと

から、費用と収益の対応関係を明確にし、経営成績をよ

り適正に表示するために行ったものであります。 

 これに伴い、従来と同一の方法によった場合と比較し

て、販売費及び一般管理費は37,738千円減少し、営業利

益は同額増加しましたが、営業外費用は同額増加してい

るため、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える

影響はありません。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 158,165千円 投資有価証券（株式） 177,342千円 

※２ 連結財務諸表提出会社は「土地の再評価に関する

法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び

「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法

律」（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づ

き事業用土地の再評価を行い、当該評価差額のう

ち法人税その他の利益に関連する金額を課税標準

とする税金に相当する金額を土地再評価に係る繰

延税金負債として負債の部に計上し、当該繰延税

金負債を控除した金額を土地再評価差額金として

資本の部に計上しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定

める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に

規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる

土地の価額を算定するために、国税庁長官が定

めて公表した方法により算出した価額に基づい

て、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出

したほか、第５号に定める不動産鑑定評価額に

基づいて算出しております。 

再評価を行った年月日  平成11年12月31日 

なお、当該事業用地の平成17年12月31日における

時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額を 

314,540千円下回っております。 

当該事業用土地の再評価直前の帳簿価額 

 715,275千円 

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 

 732,325千円 

※２ 連結財務諸表提出会社は「土地の再評価に関する

法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び

「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法

律」（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づ

き事業用土地の再評価を行い、当該評価差額のう

ち法人税その他の利益に関連する金額を課税標準

とする税金に相当する金額を土地再評価に係る繰

延税金負債として負債の部に計上し、当該繰延税

金負債を控除した金額を土地再評価差額金として

純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定

める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に

規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる

土地の価額を算定するために、国税庁長官が定

めて公表した方法により算出した価額に基づい

て、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出

したほか、第５号に定める不動産鑑定評価額に

基づいて算出しております。 

再評価を行った年月日  平成11年12月31日 

なお、当該事業用地の平成18年12月31日における

時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額を

321,881千円下回っております。 

当該事業用土地の再評価直前の帳簿価額 

 715,275千円 

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 

 732,325千円 

※３ 連結財務諸表提出会社の発行済株式の種類及び総

数 

※３               ────── 

普通株式 12,984,497株      

※４ 連結財務諸表提出会社及び関連会社が保有する自

己株式の種類及び数 

※４               ────── 

普通株式 15,737株      

５ 受取手形(輸出手形)割引高 151,435千円 ５ 受取手形(輸出手形)割引高 69,671千円 

６ 保証債務 

下記の会社（外注業者）の銀行借入金について債

務保証を行っております。 

６ 保証債務 

下記の会社（外注業者）の銀行借入金について債

務保証を行っております。 

サンオクト㈱ 22,360千円 サンオクト㈱ 5,800千円 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 固定資産売却益の主な内容 ※１ 固定資産売却益の主な内容 

工具器具及び備品 1,182千円 機械装置及び運搬具 1,485千円 

工具器具及び備品 15,332千円 

※２ 固定資産売却損の主な内容 ※２ 固定資産売却損の主な内容 

工具器具及び備品 2,411千円 

土地 326,000千円 

工具器具及び備品 32千円 

※３ 固定資産除却損の主な内容 ※３ 固定資産除却損の主な内容 

工具器具及び備品 28,044千円 工具器具及び備品 42,033千円 

※４ 研究開発費の総額は1,302,512千円であります。 ※４ 研究開発費の総額は1,285,864千円であります。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加54,900株は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づ

き発行された新株予約権（旧商法第280条ノ19の規定に基づき発行された新株引受権を含む。）の権利行使に

よるものであります。 

２．普通株式の自己株式数の増加900株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

３．普通株式の自己株式数の減少2,070株は、持分法適用会社が売却した自己株式（当社株式）の当社帰属分であ

ります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 （注）１． 12,984,497 54,900 － 13,039,397 

合計 12,984,497 54,900 － 13,039,397 

自己株式     

普通株式 （注）２．３． 15,737 900 2,070 14,567 

合計 15,737 900 2,070 14,567 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月25日 

定時株主総会 
普通株式 259,488 20 平成17年12月31日 平成18年３月25日 

平成18年８月３日 

取締役会 
普通株式 259,743 20 平成18年６月30日 平成18年９月12日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年３月24日 

定時株主総会 
普通株式 260,568 利益剰余金 20 平成18年12月31日 平成19年３月26日

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年12月31日現在） （平成18年12月31日現在） 

現金及び預金勘定 5,616,494千円 

現金及び現金同等物 5,616,494千円 

現金及び預金勘定 7,767,048千円 

現金及び現金同等物 7,767,048千円 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

4,721 4,229 491 

ソフトウェア 43,247 34,650 8,596 

合計 47,968 38,880 9,088 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

ソフトウェア 18,242 14,934 3,307 

合計 18,242 14,934 3,307 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 5,700千円 

１年超 3,347千円 

合計 9,048千円 

１年内 2,086千円 

１年超 1,260千円 

合計 3,347千円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 17,100千円 

減価償却費相当額 16,536千円 

支払利息相当額 206千円 

支払リース料 5,739千円 

減価償却費相当額 5,780千円 

支払利息相当額 42千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

Ⅱ オペレーティング・リース取引 Ⅱ オペレーティング・リース取引 

 ────── １年内 1,734千円 

１年超 1,734千円 

合計 3,468千円 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない有価証券の主な内容 

 種類 

前連結会計年度（平成17年12月31日） 当連結会計年度（平成18年12月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式 100,355 218,094 117,739 132,755 305,113 172,358 

(2）債券       

①国債・地方債等 － － － － － － 

②社債 99,970 100,000 30 100,000 100,066 66 

③その他 － － － 30,000 30,807 807 

(3）その他 125,196 160,538 35,342 277,720 320,962 43,242 

小計 325,521 478,633 153,111 540,475 756,949 216,473 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 9,600 8,784 △816 12,391 10,776 △1,615 

(2）債券       

①国債・地方債等 － － － 64 64 － 

②社債 300,288 295,878 △4,410 100,450 100,280 △169 

③その他 － － － 400,000 399,370 △630 

(3）その他 99,850 98,927 △923 － － － 

小計 409,738 403,589 △6,149 512,906 510,491 △2,414 

合計 735,260 882,223 146,962 1,053,381 1,267,440 214,058 

前連結会計年度 
（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

－ － － 526,672 29,192 6,688 

 
前連結会計年度（平成17年12月31日） 当連結会計年度（平成18年12月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 34,845 31,387 

非上場債券 － 300,000 

投資事業有限責任組合出資証

券 
122,800 234,752 



４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

 

前連結会計年度（平成17年12月31日） 当連結会計年度（平成18年12月31日） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１．債券         

(1）国債・地方債等 － 58 － － － 64 － － 

(2）社債 395,820 － － － － 200,346 － － 

(3）その他 － － － － 129,970 599,400 － － 

２．その他         

(1）投資信託受益証券 － 31,672 69,353 － － 33,458 57,078 － 

(2）投資事業有限責任

組合出資証券 
－ － 97,800 25,000 － － 234,752 － 

合計 395,820 31,731 167,153 25,000 129,970 833,269 291,830 － 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(1）取引の内容及び利用目的 

 当社のデリバティブ取引は、通貨オプション取引を

利用しており、外貨建金銭債権債務に係る将来の為替

変動リスクの回避及び資金の効率的運用を目的として

おります。 

(1）取引の内容及び利用目的 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

 当社は通貨オプションについて、リスク回避目的に

関しては対象となる資産または負債の範囲内、運用目

的に関しては金融資産の運用範囲内で行う方針であり

ます。 

 なお、投機目的での運用は行わない方針でありま

す。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引に係るリスクの内容 

 当社が利用している通貨オプション取引は、為替変

動のリスクを有しております。 

 なお、当社のデリバティブ取引の契約先は信用度の

高い金融機関であるため、相手方の契約不履行による

信用リスクはほとんど無いと認識しております。 

(3）取引に係るリスクの内容 

同左 

(4）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の実行及び管理については、取締

役会で定められた社内規定に従い、管理部にて実施し

ております。また、毎月開催される取締役会に、デリ

バティブ取引も含んだ財務報告をすることにより、取

引状況の管理を行っております。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

同左 



２．取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

（退職給付関係） 

１．退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。なお、その他滋賀経済産業厚生年金基金等に加入しておりますが、当該厚生年金制度は退職給付会計に関

する実務指針33の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち、当社及び国内連結子会社の

掛金拠出割合に基づく年金資産残高は前連結会計年度において824,456千円、当連結会計年度において

1,026,998千円であります。 

２．退職給付債務及びその内訳 

区分 種類 

前連結会計年度（平成17年12月31日） 当連結会計年度（平成18年12月31日） 

契約額等 
（千円） 

契約額等の
うち１年超 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

契約額等 
（千円） 

契約額等の
うち１年超 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

市場取

引以外

の取引 

通貨オプション取引         

買建         

プット         

米ドル 
117,250 

(950)

－ 

－ 

－ 

(777)

－ 

(△172)

  

 

  

  

  

 

  

 

ユーロ 
20,700 

(159)

－ 

－ 

－ 

(83)

－ 

(△75)

39,125 

(187)

－ 

－ 

－ 

(89)

－ 

(△97)

ポンド 
－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

35,049 

(264)

－ 

－ 

－ 

(70)

－ 

(△193)

売建         

コール         

米ドル 
240,080 

(950)

－ 

－ 

－ 

(581)

－ 

(368)

  

 

  

  

  

 

  

 

 ユーロ 
42,153 

(159)

－ 

－ 

－ 

(△223)

－ 

(382)

78,250 

(187)

－ 

－ 

－ 

(736)

－ 

(△549)

 ポンド 
－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

70,098 

(264)

－ 

－ 

－ 

(796)

－ 

(△532)

合計 － － － 
－ 

(502)
－ － － 

－ 

(△1,372)

前連結会計年度  当連結会計年度 

 （注）１．（ ）内の金額はオプション料でありま

す。 

２．オプション料の時価は、取引先金融機関か

ら提示された価格によるものであります。 

  （注）１．同左 

  

２．同左 

  

 
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

退職給付債務（千円） 

年金資産残高（千円） 

未積立退職給付債務（千円） 

未認識数理計算上の差異（千円） 

退職給付引当金（千円） 

△878,457

400,467

△477,990

46,822

△431,168

△929,201

409,094

△520,107

48,755

△471,352



３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

退職給付費用（千円） 145,621 161,079 

(1）勤務費用（千円） 65,817 91,396 

(2）利息費用（千円） 14,008 15,302 

(3）期待運用収益（減算）（千円） △4,860 △6,007 

(4）数理計算上の差異の費用処理額（千円） 14,799 10,410 

(5）厚生年金基金への掛金額（千円） 55,857 49,976 

 
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

(1）割引率（％） 2.0 同左 

(2）期待運用収益率（％） 1.5 同左 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(4）数理計算上の差異の処理年数（年） 10 同左 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）１．株式数に換算しております。 

 ２．平成16年２月20日付をもって、普通株式１株を1.5株とする株式の分割を行っているため、平成14年ストッ

ク・オプション及び平成15年ストック・オプションは分割後の株式数に換算しております。 

 ３．平成19年１月１日付をもって、普通株式１株を1.3株とする株式の分割を行っておりますが、当該株式の分

割は当連結会計年度後に行われておりますで、換算はしておりません。 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
当社取締役 ４名 

当社従業員 55名 

当社取締役 ４名 

当社従業員 ５名 

当社取締役 ３名 

当社監査役 ３名 

当社従業員 ６名 

ストック・オプション数

（注）１． 

普通株式 123,800株 

（注）２．３． 

普通株式 160,500株 

（注）２．３． 

普通株式 114,000株 

 （注）３． 

付与日 平成14年５月31日 平成15年７月１日 平成16年７月１日 

権利確定条件 

 権利行使時において、当

社、当社の子会社または関

連会社の取締役または従業

員のいずれかの地位にある

ことを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退

職の場合はこの限りでな

い。 

 その他の条件について

は、平成14年３月28日開催

の定時株主総会及び取締役

会に基づき、当社と付与の

対象者との間で締結した権

利付与契約に定めるところ

による。 

 権利行使時において、当

社または当社の子会社の取

締役または従業員のいずれ

かの地位にあることを要す

る。ただし、退任、定年退

職の場合はこの限りでな

い。 

 その他の条件について

は、平成15年３月29日開催

の定時株主総会決議及び取

締役会決議に基づき、当社

と付与の対象者との間で締

結した権利付与契約に定め

るところによる。 

 権利行使時において、当

社または当社の子会社の取

締役、監査役または従業員

のいずれかの地位にあるこ

とを要する。ただし、退

任、定年退職の場合等はこ

の限りでない。 

 その他の条件について

は、平成16年３月27日開催

の定時株主総会決議及び取

締役会決議に基づき、当社

と付与の対象者との間で締

結した権利付与契約に定め

るところによる。 

対象勤務期間  定めておりません。  定めておりません。  定めておりません。 

権利行使期間 
自 平成16年４月１日 

至 平成20年３月31日 

自 平成17年４月１日 

至 平成21年３月31日 

自 平成18年４月１日 

至 平成22年３月31日 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 （注）１．平成16年２月20日付をもって、普通株式１株を1.5株とする株式の分割を行っているため、平成14年ストッ

ク・オプション及び平成15年ストック・オプションは分割後の株式数に換算しております。 

 ２．平成19年１月１日付をもって、普通株式１株を1.3株とする株式の分割を行っておりますが、当該株式の分

割は当連結会計年度後に行われておりますで、換算はしておりません。 

② 単価情報 

 （注）１．平成16年２月20日付をもって、普通株式１株を1.5株とする株式の分割を行っているため、平成14年ストッ

ク・オプション及び平成15年ストック・オプションは分割後の株式数に換算しております。 

 ２．平成19年１月１日付をもって、普通株式１株を1.3株とする株式の分割を行っておりますが、当該株式の分

割は当連結会計年度後に行われておりますで、換算はしておりません。 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 － － 114,000 

付与 － － － 

失効 － － － 

権利確定 － － 114,000 

未確定残 － － － 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 37,000 130,500 － 

権利確定 － － 114,000 

権利行使 25,500 29,400 － 

失効 － － － 

未行使残 11,500 101,100 114,000 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 1,147 1,526 3,252 

行使時平均株価     （円） 3,135 3,038 － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － － 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 

繰延税金資産（流動）  

たな卸資産の未実現利益 155,308 

たな卸資産 58,765 

繰越欠損金 28,601 

その他 72,178 

繰延税金資産（流動）計 314,854 

繰延税金負債（流動）  

未収事業税 △6,535 

 繰延税金負債（流動）計 △6,535 

 繰延税金資産（流動）の純額 308,319 

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金 159,680 

研究開発費 113,043 

役員退職慰労引当金 96,802 

投資有価証券 53,778 

土地 96,444 

その他 27,898 

 小 計 547,646 

評価性引当金 △96,444 

繰延税金資産（固定）計 451,202 

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △60,549 

繰延税金負債（固定）計 △60,549 

繰延税金資産（固定）の純額 390,652 
  
繰延税金負債（流動）  

貸倒引当金 976 

繰延税金負債（流動）計 976 
  
繰延税金負債（固定）  

留保利益 144,496 

繰延税金負債（固定）計 144,496 

繰延税金資産（流動）  

たな卸資産の未実現利益 118,330 

未払事業税 99,771 

たな卸資産 27,811 

その他 84,281 

繰延税金資産（流動）計 330,194 

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金 185,034 

研究開発費 106,063 

役員退職慰労引当金 111,960 

投資有価証券 23,542 

土地 96,444 

その他 20,445 

 小 計 543,491 

評価性引当金 △96,444 

繰延税金資産（固定）計 447,047 

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △88,780 

繰延税金負債（固定）計 △88,780 

繰延税金資産（固定）の純額 358,266 
  
繰延税金負債（流動）  

その他 458 

繰延税金負債（流動）計 458 
  
繰延税金負債（固定）  

留保利益 154,302 

繰延税金負債（固定）計 154,302 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な原因別の内訳 

法定実効税率 40.44％ 

（調整）   

海外子会社の留保利益 2.48％ 

連結調整勘定 3.21％ 

子会社との税率の差異 △2.92％ 

子会社の欠損金 0.27％ 

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
0.42％ 

タックスヘイブン課税 1.19％ 

持分法損益 △0.12％ 

住民税均等割 0.27％ 

試験研究費税額控除 △0.28％ 

外国税額控除 △0.32％ 

親会社の子会社持分増加額 △4.38％ 

その他 △0.36％ 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 

39.90％ 

法定実効税率 40.44％ 

（調整）   

海外子会社の留保利益 0.25％ 

のれん 1.81％ 

子会社との税率の差異 0.52％ 

子会社の欠損金の減少 △0.17％ 

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
0.33％ 

持分法損益 △0.11％ 

住民税均等割 0.21％ 

試験研究費税額控除 △4.48％ 

外国税額控除 △1.00％ 

親会社の子会社持分減少額 0.15％ 

その他 0.73％ 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 

38.68％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 （注）１．事業区分は、売上集計区分によっております。 

２．各事業に含まれている主要な製品の名称 

(1）電子機器関連事業 …… 防犯用製品、自動ドア用製品、産業機器用製品、環境関連製品、生産受託事業

(2）その他の事業 …… スポーツクラブの運営 

３．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却額が含まれております。 

４．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

５．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,086,137千円であり、その主なものは、親会

社での余資運用資金（現金、預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）等の資産であります。 

当連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 
電子機器関連
事業（千円） 

その他の事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社
（千円） 

連結（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 18,968,677 43,996 19,012,673 － 19,012,673 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 34,854 34,854 (34,854) － 

計 18,968,677 78,850 19,047,527 (34,854) 19,012,673 

営業費用 16,324,219 76,566 16,400,785 (43,951) 16,356,834 

営業利益 2,644,457 2,284 2,646,741 9,096 2,655,838 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
     

資産 15,099,294 160,021 15,259,315 3,093,462 18,352,778 

減価償却費 617,358 18,698 636,057 － 636,057 

資本的支出 477,548 839 478,388 － 478,388 

 
電子機器関連
事業（千円） 

その他の事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社
（千円） 

連結（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 20,250,594 44,338 20,294,933 － 20,294,933 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 35,530 35,530 (△35,530) － 

計 20,250,594 79,869 20,330,464 (△35,530) 20,294,933 

営業費用 16,526,126 85,123 16,611,250 (△44,627) 16,566,622 

営業利益 3,724,467 △5,254 3,719,213 9,096 3,728,310 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
     

資産 15,711,828 117,049 15,828,877 6,003,934 21,832,812 

減価償却費 448,977 6,013 454,991 13,104 468,095 

資本的支出 531,289 4,777 536,066 30,086 566,153 



 （注）１．事業区分は、売上集計区分によっております。 

２．各事業に含まれている主要な製品の名称 

(1）電子機器関連事業 …… 防犯用製品、自動ドア用製品、産業機器用製品、環境関連製品、交通関連製

品、生産受託事業 

(2）その他の事業 …… スポーツクラブの運営 

３．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却額が含まれております。 

４．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

５．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,999,367千円であり、その主なものは、親会

社での余資運用資金（現金、預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）、旧本社の固定資産（建

物及び構築物、土地）等の資産であります。 

なお、前連結会計年度まで電子機器関連事業に含めておりました旧本社（滋賀県大津市）の建物及び構築

物、土地等の固定資産は当連結会計年度より全社資産に含めております。この変更は同施設を賃貸施設とし

て利用することとなったためであります。 

６．当連結会計年度より、役員賞与の計上について「役員賞与に関する会計基準」を採用しております。この変

更に伴い、前連結会計年度と同一の基準によった場合と比べ、当連結会計年度の営業費用は電子機器関連事

業が65,243千円増加し、営業利益は同額減少しております。 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

北米 ………… 米国 

アジア ……… 香港、台湾、韓国 

ヨーロッパ … イギリス、フランス、ポーランド 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,086,173千円であり、その主なものは、親会

社での余資運用資金（現金、預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）等の資産であります。 

当連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

北米 ………… 米国 

アジア ……… 中国、香港、台湾、韓国 

ヨーロッパ … イギリス、フランス、ポーランド 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,999,367千円であり、その主なものは、親会

社での余資運用資金（現金、預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）等の資産であります。 

なお、前連結会計年度まで日本に含めておりました旧本社（滋賀県大津市）の建物及び構築物、土地等の固

定資産は当連結会計年度より全社資産に含めております。この変更は同施設を賃貸施設として利用すること

となったためであります。 

５．当連結会計年度より、役員賞与の計上について「役員賞与に関する会計基準」を採用しております。この変

更に伴い、前連結会計年度と同一の基準によった場合と比べ、当連結会計年度の営業費用は日本が65,243千

円増加し、営業利益は同額減少しております。 

 日本(千円) 北米(千円) 
ヨーロッパ 
（千円） 

アジア 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
12,668,439 1,812,542 2,413,582 2,118,108 19,012,673 － 19,012,673 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
3,185,198 2,259 191,654 3,183,256 6,562,368 (6,562,368) － 

計 15,853,637 1,814,802 2,605,236 5,301,364 25,575,041 (6,562,368) 19,012,673 

営業費用 13,590,413 1,798,706 2,534,221 5,111,027 23,034,368 (6,677,534) 16,356,834 

営業利益 2,263,224 16,095 71,015 190,337 2,540,673 115,165 2,655,838 

Ⅱ 資産 11,755,428 1,072,912 2,009,982 1,896,426 16,734,750 1,618,028 18,352,778 

 日本(千円) 北米(千円) 
ヨーロッパ 
（千円） 

アジア 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
13,600,378 2,064,391 2,818,929 1,811,233 20,294,933 － 20,294,933 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
3,230,217 794 237,313 3,831,219 7,299,543 (7,299,543) － 

計 16,830,596 2,065,185 3,056,242 5,642,453 27,594,477 (7,299,543) 20,294,933 

営業費用 13,762,342 1,967,976 2,752,420 5,462,198 23,944,938 (7,378,315) 16,566,622 

営業利益 3,068,253 97,209 303,821 180,254 3,649,538 78,771 3,728,310 

Ⅱ 資産 11,720,707 1,220,938 2,467,441 2,084,722 17,493,809 4,339,002 21,832,812 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

(1）北米 ………… 米国、カナダ 

(2）ヨーロッパ … ドイツ、イギリス、フランス、オランダ、ポーランド、ロシア 

(3）アジア ……… 香港、台湾、韓国 

(4）その他 ……… オセアニア、アフリカ、南米 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（ただし、セグメント間の内部

売上高を除く）であります。 

当連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。 

(1）北米 ………… 米国、カナダ 

(2）ヨーロッパ … ドイツ、イギリス、フランス、オランダ、ポーランド、ロシア 

(3）アジア ……… 香港、台湾、韓国 

(4）その他 ……… オセアニア、アフリカ、南米 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（ただし、セグメント間の内部

売上高を除く）であります。 

 北米 ヨーロッパ アジア その他 計 

海外売上高（千円） 1,973,263 6,150,703 2,901,432 814,650 11,840,050 

連結売上高（千円） － － － － 19,012,673 

海外売上高の連結売上高に占める

割合（％） 
10.4 32.3 15.3 4.3 62.3 

 北米 ヨーロッパ アジア その他 計 

海外売上高（千円） 1,923,331 6,894,588 2,678,542 1,071,330 12,567,792 

連結売上高（千円） － － － － 20,294,933 

海外売上高の連結売上高に占める

割合（％） 
9.4 34.0 13.2 5.3 61.9 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）１．㈱エフエム滋賀及び㈱みんなで作る新聞社との取引はいわゆる第三者のための取引であります。ただし、㈱

みんなで作る新聞社との取引については、代表取締役社長としての在任期間の取引を記載しております。 

２．㈱エフエム滋賀との取引金額は㈱エフエム滋賀向けの広告代理店㈱アド電通大阪への支払額であります。 

３．取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．取引条件及び取引条件の決定方針等 

一般取引と同様であります。 

当連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）１．㈱エフエム滋賀との取引はいわゆる第三者のための取引であります。 

２．㈱エフエム滋賀との取引金額は㈱エフエム滋賀向けの広告代理店㈱アド電通大阪への支払額であります。な

お、小林徹は平成18年６月20日付で、㈱エフエム滋賀の代表取締役社長を退任しておりますので、関連当事

者であった期間の取引金額を記載しております。 

３．取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．取引条件及び取引条件の決定方針等 

一般取引と同様であります。 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 小林 徹 － － 

当社代表

取締役社

長 

㈱エフエ

ム滋賀代

表取締役

社長 

(被所有) 

直接 

11.0％ 

－ － 

同社との営業

取引（広告宣

伝費） 

5,615 未払金 1,782 

当社代表

取締役社

長 

㈱みんな

で作る新

聞社代表

取締役 

(被所有) 

直接  

11.0％ 

－ － 

同社の株式引

受け  

同社との営業

取引（受取賃

貸料） 

同社との営業

取引（広告宣

伝費） 

30,000 

15,994 

225 

   
－ 
  
  

破産債権等 
   

－ 

－ 

6,106 

－ 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 小林 徹 － － 

当社代表

取締役社

長 

㈱エフエ

ム滋賀代

表取締役

社長 

(被所有) 

直接 

11.0％ 

－ － 

同社との営業

取引（広告宣

伝費） 

1,593 － － 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額   1,144円60銭 １株当たり純資産額     1,305円11銭 

１株当たり当期純利益       118円73銭 １株当たり当期純利益        175円74銭 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 
   117円34銭 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 
     174円33銭 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

純資産の部の合計額（千円） － 17,734,613 

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円） 
－ 735,838 

（うち少数株主持分） － (735,838) 

普通株式に係る期末の純資産額（千円） － 16,998,775 

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（株） 
－ 13,024,830 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり当期純利益   

当期純利益（千円） 1,584,662 2,282,429 

普通株主に帰属しない金額（千円） 51,587 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (51,587) － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,533,075 2,282,429 

期中平均株式数（株） 12,911,935 12,987,783 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） 5,600 4,689 

 （うち少数株主利益） (5,600) (4,689) 

普通株式増加数（株） 105,362 78,148 

（うち新株引受権） (41,357) (19,575) 

（うち新株予約権） (64,005) (58,573) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成16年３月27日定時株主総会決

議による新株予約権１種類（新株

予約権の数1,140個）。なお、新

株予約権の概要は「第４ 提出会

社の状況 １．株式等の状況 

(2) 新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。 

同左 



（重要な後発事象） 

当社は、平成19年１月１日付をもって、平成18年12月31日を基準日として普通株式１株を1.3株とする株式の

分割を行いました。なお、当該株式の分割が期首に行われていたと仮定し、「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号）を適用して算出した１株当たりの情

報は以下のとおりとなります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額   880円46銭 １株当たり純資産額    1,003円93銭 

１株当たり当期純利益       91円33銭 １株当たり当期純利益        135円18銭 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 
   90円26銭 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 
     134円10銭 



⑥【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注） 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 153,491 125,200 4.1 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 153,491 125,200 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   2,013,145   3,765,549  

２．受取手形   773,568   763,771  

３．売掛金 ※１  2,116,382   2,366,095  

４．有価証券   395,820   99,970  

５．商品   88,189   88,759  

６．製品   560,363   762,764  

７．原材料    34,826   71,376  

８．貯蔵品   19,745   16,174  

９．前払費用   6,966   9,893  

10．繰延税金資産   141,439   181,369  

11．未収消費税等   29,142   16,578  

12．未収入金 ※１  695,678   591,341  

13．その他   16,642   22,746  

  貸倒引当金   △1,622   △1,753  

流動資産合計   6,890,288 48.5  8,754,637 51.4 

Ⅱ 固定資産        

1.有形固定資産        

(1）建物   2,504,967   2,464,931   

減価償却累計額  1,005,803 1,499,163  1,029,114 1,435,817  

(2）構築物  214,095   215,185   

減価償却累計額  112,141 101,953  123,375 91,810  

(3）機械及び装置  19,054   19,054   

減価償却累計額  18,102 952  18,102 952  

(4）車両運搬具  9,505   6,664   

減価償却累計額  8,387 1,118  6,000 664  

(5）工具器具及び備品  2,800,080   2,825,577   

減価償却累計額  2,374,192 425,888  2,418,036 407,541  

(6）土地 ※２  1,115,322   1,115,322  

(7）建設仮勘定   6,696   6,225  

有形固定資産合計   3,151,095 22.2  3,058,334 17.9 

 



  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

２．無形固定資産        

(1）電話加入権   5,133   5,133  

(2）ソフトウェア   16,571   23,562  

無形固定資産合計   21,704 0.2  28,696 0.2 

３.投資その他の資産        

(1）投資有価証券   595,324   1,354,513  

(2）関係会社株式   3,024,745   2,658,874  

(3）出資金   4,000   4,000  

(4）関係会社出資金   107,520   825,688  

(5）従業員長期貸付金   18,707   22,587  

(6）破産債権等   10,622   4,515  

(7）長期前払費用   17,239   13,151  

(8）繰延税金資産   310,626   270,620  

(9）差入保証金   28,789   27,752  

(10）保険積立金   20,972   22,265  

(11）その他   9,150   9,150  

  貸倒引当金   △12,872   △6,765  

投資その他の資産合計   4,134,824 29.1  5,206,355 30.5 

固定資産合計   7,307,624 51.5  8,293,385 48.6 

資産合計   14,197,912 100.0  17,048,023 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金 ※１  614,424   750,743  

２．短期借入金   153,491   125,200  

３．未払金   179,648   160,520  

４．未払費用   107,613   111,375  

５．未払法人税等   －   912,950  

６．預り金   46,495   52,784  

７．賞与引当金   41,215   41,723  

８．役員賞与引当金   －   45,059  

９．その他   83,817   22,068  

流動負債合計   1,226,706 8.6  2,222,426 13.0 

 



  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債        

１．土地再評価に係る繰延
税金負債 

※２  6,895   6,895  

２．退職給付引当金   317,857   350,967  

３．役員退職慰労引当金   194,660   209,530  

４．その他   －   1,099  

固定負債合計   519,412 3.7  568,491 3.4 

負債合計   1,746,119 12.3  2,790,917 16.4 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  2,743,514 19.3  － － 

Ⅱ 資本剰余金        

 資本準備金  3,595,129   －   

資本剰余金合計   3,595,129 25.3  － － 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  370,000   －   

２．任意積立金      

   別途積立金  5,420,000   －   

３．当期未処分利益  260,182   －   

  利益剰余金合計   6,050,182 42.6  － － 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※２  10,154 0.1  － － 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  72,791 0.5  － － 

Ⅵ 自己株式 ※４  △19,979 △0.1  － － 

資本合計   12,451,793 87.7  － － 

負債資本合計   14,197,912 100.0  － － 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   2,780,584 16.3 

２．資本剰余金               

資本準備金   －     3,632,172     

資本剰余金合計      － －   3,632,172 21.3 

３．利益剰余金               

（1）利益準備金   －     370,000     

（2）その他利益剰余金   －           

別途積立金   －     5,180,000     

繰越利益剰余金   －     2,187,357     

利益剰余金合計      － －   7,737,357 45.4 

４．自己株式     － －   △22,802 △0.1 

株主資本合計      － －   14,127,311 82.9 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   119,638 0.7 

２．土地再評価差額金 ※２   － －   10,154 0.0 

評価・換算差額等合計      － －   129,793 0.7 

純資産合計      － －   14,257,105 83.6 

負債純資産合計      － －   17,048,023 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 ※２       

１．製品売上高  10,196,340   10,969,411   

２．商品売上高  1,321,483 11,517,824 100.0 1,228,338 12,197,749 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．期首商品たな卸高  83,222   88,189   

２．期首製品たな卸高  589,934   560,363   

３．当期商品仕入高  941,637   858,858   

４．当期製品仕入高 ※２ 4,996,041   5,502,566   

５．当期製品仕入付帯費用 ※３ 300,549   257,878   

合計  6,911,384   7,267,856   

６．他勘定振替高 ※１ 165,249   175,893   

７．期末商品たな卸高  88,189   88,759   

８．期末製品たな卸高  560,363 6,097,582 52.9 762,764 6,240,438 51.2 

売上総利益   5,420,241 47.1  5,957,311 48.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費            

１．販売促進費  76,234   79,411   

２．製品保証費  109,586   89,010   

３．荷造運賃  192,051   193,551   

４．広告宣伝費  65,045   73,602   

５．貸倒引当金繰入額  6,106   131   

６．役員報酬  91,260   96,360   

７．従業員給料及び賞与  1,010,589   999,840   

８．賞与引当金繰入額  28,612   26,484   

９．役員賞与引当金繰入額  －   45,059   

10．退職給付費用  89,065   87,758   

11．役員退職慰労引当金繰
入額 

 7,300   14,870   

12．旅費交通費  131,896   132,809   

13．通信費  31,489   28,511   

14．賃借料  42,207   35,387   

15．減価償却費  134,607   84,684   

16．支払手数料  161,479   164,425   

17．研究開発費 ※４ 1,125,119   1,120,206   

18．その他  574,938 3,877,591 33.7 569,535 3,841,641 31.5 

営業利益   1,542,650 13.4  2,115,669 17.3 

 



  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  3,310   23,734   

２．受取配当金 ※２ 175,318   741,178   

３．為替差益  17,278   113,175   

４．受取賃貸料 ※２ 25,092   20,381   

５．関係会社経営指導料  40,362   136,701   

６．その他  9,492 270,856 2.4 14,745 1,049,916 8.6 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  5,687   5,933   

２. 賃貸費用  －   49,082   

３. 投資事業組合運用損失  2,117   11,337   

４．その他  454 8,260 0.1 2,179 68,532 0.5 

経常利益   1,805,246 15.7  3,097,053 25.4 

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  1,979   290   

２．固定資産売却益 ※５ －   15,276   

３. 投資有価証券売却益   －   22,503   

４. 関係会社株式売却益   91,384 93,363 0.8 － 38,071 0.4 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※６  326,459   32   

２．固定資産除却損 ※７  13,918   13,406   

３．投資有価証券評価損  43,000 383,378 3.3 3,457 16,896 0.2 

税引前当期純利益   1,515,231 13.2  3,118,228 25.6 

法人税、住民税及び事
業税 

※８  △6,931   918,455   

法人税等調整額  643,319 636,387 5.6 △31,733 886,721 7.3 

当期純利益   878,844 7.6  2,231,507 18.3 

前期繰越利益   572,786   －  

土地売却に伴う再評価
差額金取崩額 

  △997,746   －  

中間配当額   193,701   －  

当期未処分利益   260,182   －  

        



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日） 
平成18年３月25日 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   260,182 

Ⅱ 任意積立金取崩額    

別途積立金取崩額  240,000 240,000 

合 計  500,182 

Ⅲ 利益処分額    

１．配当金  259,488  

２．役員賞与金 
（うち監査役賞与金） 

 
25,100 
(5,200) 284,588 

Ⅳ 次期繰越利益   215,594 

   



④【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 利益準備金 
その他利益剰余金  

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金 

平成17年12月31日 残高（千
円） 

2,743,514 3,595,129 370,000 5,420,000 260,182 6,050,182 

事業年度中の変動額       

新株の発行 37,069 37,043       － 

積立金取崩額         △240,000 240,000 － 

剰余金の配当           △519,232 △519,232 

役員賞与の支給          △25,100 △25,100 

当期純利益         2,231,507 2,231,507 

自己株式の取得           － 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

          － 

事業年度中の変動額合計（千
円） 

37,069 37,043 － △240,000 1,927,174 1,687,174 

平成18年12月31日 残高（千
円） 

2,780,584 3,632,172 370,000 5,180,000 2,187,357 7,737,357 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年12月31日 残高（千
円） 

△19,979 12,368,846 72,791 10,154 10,154 12,451,793 

事業年度中の変動額       

新株の発行   74,112       74,112 

積立金取崩額     －       － 

剰余金の配当     △519,232       △519,232 

役員賞与の支給    △25,100       △25,100 

当期純利益   2,231,507       2,231,507 

自己株式の取得 △2,822 △2,822       △2,822 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

    46,847     46,847 

事業年度中の変動額合計（千
円） 

△2,822 1,758,464 46,847 － － 1,805,312 

平成18年12月31日 残高（千
円） 

△22,802 14,127,311 119,638 10,154 10,154 14,257,105 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 当期末の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 当期末の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品・製品・原材料 

 総平均法による原価法 

(1）商品・製品・原材料 

同左 

 (2）貯蔵品 

 最終仕入原価法 

(2）貯蔵品 

同左 

３．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

 時価法 

デリバティブ 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）は定額

法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物        15～38年 

工具器具及び備品  ２～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 契約期間等に対応した定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、当期末の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち、当期の負担額を計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）役員賞与引当金 

────── 

(3）役員賞与引当金 

 役員の賞与の支給に備えるため、規

程に基づく支給見込額のうち当期の負

担額を計上しております。  

 
(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上し

ております。 

 なお、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌期から費用処理することとして

おります。 

(4）退職給付引当金 

同左 

 
(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、規程に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平18年１月１日 
至 平18年12月31日） 

  ────── １．固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

   ────── ２．役員賞与に関する会計基準 

 役員賞与は、従来、株主総会の利益処分案決議によ

り未処分利益の減少として会計処理しておりました

が、当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第４号）に基づき、発生した期間の費用として処

理しております。この結果、従来の方法と比較して、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ 

45,059千円減少しております。 

   ────── ３．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年 

12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は 

14,257,105千円であります。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 ──────  前事業年度まで不動産賃貸収入は営業外収益の「受取

賃貸料」に計上し、これに対応する賃貸費用は「販売費

及び一般管理費」に含めて計上しておりましたが、当事

業年度よりこの費用を「賃貸費用」として計上する方法

に変更いたしました。 

 この変更は、旧本社建物（滋賀県大津市）を当事業年

度より賃貸施設として利用することを決定したことか

ら、費用と収益の対応関係を明確にし、経営成績をより

適正に表示するために行ったものであります。 

 これに伴い、従来と同一の方法によった場合と比較し

て、販売費及び一般管理費は49,082千円減少し、営業利

益は同額増加しましたが、営業外費用は同額増加してい

るため、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は

ありません。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

※１ 関係会社に対する主な資産及び負債は次のとおり

であります。 

※１ 関係会社に対する主な資産及び負債は次のとおり

であります。 

売掛金 964,724千円 

未収入金 225,969千円 

買掛金 336,189千円 

売掛金 1,049,199千円 

未収入金 224,796千円 

買掛金 359,859千円 

※２ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日

公布法律第24号）に基づき事業用土地の再評価を

行い、当該評価差額のうち法人税その他の利益に

関連する金額を課税標準とする税金に相当する金

額を土地再評価に係る繰延税金負債として負債の

部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を

土地再評価差額金として資本の部に計上しており

ます。 

※２ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日

公布法律第24号）に基づき事業用土地の再評価を

行い、当該評価差額のうち法人税その他の利益に

関連する金額を課税標準とする税金に相当する金

額を土地再評価に係る繰延税金負債として負債の

部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を

土地再評価差額金として純資産の部に計上してお

ります。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地

価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する

地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額

を算定するために、国税庁長官が定めて公表した

方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補

正等合理的な調整を行って算出したほか、第５号

に定める不動産鑑定評価額に基づいて算出してお

ります。 

再評価を行った年月日    平成11年12月31日 

当該事業用土地の再評価直前の帳簿価額 

         715,275千円 

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 

         732,325千円 

なお、当該事業用土地の平成17年12月31日におけ

る時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額

を314,540千円下回っております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地

価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する

地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額

を算定するために、国税庁長官が定めて公表した

方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補

正等合理的な調整を行って算出したほか、第５号

に定める不動産鑑定評価額に基づいて算出してお

ります。 

再評価を行った年月日    平成11年12月31日 

当該事業用土地の再評価直前の帳簿価額 

               715,275千円 

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 

               732,325千円 

なお、当該事業用土地の平成18年12月31日におけ

る時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額

を321,881千円下回っております。 

※３ 会社が発行する株式及び発行済株式の種類及び総

数は次のとおりであります。 

※３               ────── 

授権株式数   普通株

式 

50,000,000株 

発行済株式総数 普通株

式 

12,984,497株 

     

     

※４ 会社が保有する自己株式の種類及び総数は次のと

おりであります。 

  普通株式          10,067株 

※４               ────── 

 ５ 受取手形割引高は、次のとおりであります。  ５ 受取手形割引高は、次のとおりであります。 

輸出手形割引高 7,271千円 輸出手形割引高 2,032千円 

 



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式数の増加900株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

 ６ 保証債務 

 下記の会社（外注業者）の銀行借入金に対して債

務保証を行っております。 

 ６ 保証債務 

 下記の会社（外注業者）の銀行借入金に対して債

務保証を行っております。 

サンオクト㈱ 22,360千円 サンオクト㈱ 5,800千円 

 ７ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額は

73,293千円であり、配当に充当することが制限され

るものであります。 

 ７         ────── 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 他勘定振替高の内容 ※１ 他勘定振替高の内容 

経費振替高 165,249千円 

     

経費振替高 175,893千円 

     

※２ 関係会社との主な取引 ※２ 関係会社との主な取引 

売上高 3,566,206千円 

当期製品仕入高 3,803,858千円 

受取配当金 172,511千円 

受取賃貸料 9,096千円 

売上高 3,647,538千円 

当期製品仕入高 4,009,793千円 

受取配当金 732,984千円 

受取賃貸料 9,096千円 

※３ 製品仕入付帯費用は製造委託会社に負担させてい

ない金型の減価償却費等を計上しております。 

※３ 製品仕入付帯費用は製造委託会社に負担させてい

ない金型の減価償却費等を計上しております。 

※４ 研究開発費の総額は1,125,119千円であります。 ※４ 研究開発費の総額は1,120,206千円であります。 

※５       ───────────── ※５ 固定資産売却益の主な内容 

 工具器具及び備品 15,276千円 

※６  固定資産売却損の主な内容   ※６ 固定資産売却損の主な内容 

 土地 326,000千円 車両運搬具 32千円 

※７ 固定資産除却損の主な内容 ※７ 固定資産除却損の主な内容 

工具器具及び備品 13,918千円 

     

     

工具器具及び備品 9,656千円 

 建物附属設備 3,749千円 

     

※８ 過年度の法人税、住民税及び事業税の還付額

13,711千円が含まれております。 

※８         ───────────── 

 
前期末株式数 
（株） 

当期増加株式数 
（株） 

当期減少株式数 
（株） 

当期末株式数 
（株） 

自己株式     

普通株式 10,067 900 － 10,967 

合計 10,067 900 － 10,967 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 関係会社株式で時価のあるもの 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

4,721 4,229 491 

ソフトウェア 43,247 34,650 8,596 

合計 47,968 38,880 9,088 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

ソフトウェア 18,242 14,934 3,307 

合計 18,242 14,934 3,307 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 5,700千円 

１年超 3,347千円 

合計 9,048千円 

１年内 2,086千円 

１年超 1,260千円 

合計 3,347千円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 17,100千円 

減価償却費相当額 16,536千円 

支払利息相当額 206千円 

支払リース料 5,739千円 

減価償却費相当額 5,780千円 

支払利息相当額 42千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 

前事業年度（平成17年12月31日） 当事業年度（平成18年12月31日） 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

  子会社株式 289,783 6,113,800 5,824,016 289,783 3,942,400 3,652,616 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位 千円） （単位 千円） 

繰延税金資産（流動）  

たな卸資産 75,218 

開発前受金 32,209 

繰越欠損金 28,601 

賞与引当金 16,341 

その他 14,255 

繰延税金資産（流動）計 166,625 

繰延税金負債（流動）  

  未収事業税 △25,186 

繰延税金負債合計 △25,186 

繰延税金資産（流動）の純額 141,439 

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金 120,273 

役員退職慰労引当金 78,720 

投資有価証券 53,778 

研究開発費 47,474 

関係会社株式 40,246 

その他 21,328 

繰延税金資産（固定）計 361,821 

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △51,194 

繰延税金負債（固定）計 △51,194 

繰延税金資産（固定）の純額 310,626 

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 83,141 

たな卸資産 52,572 

貯蔵品 17,680 

賞与引当金 16,418 

その他 11,545 

繰延税金資産（流動）計 181,357 

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金 141,931 

役員退職慰労引当金 84,733 

研究開発費 48,854 

関係会社株式 40,246 

投資有価証券 23,542 

その他 12,559 

繰延税金資産（固定）計 351,865 

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △81,244 

繰延税金負債（固定）計 △81,244 

繰延税金資産（固定）の純額 270,620 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な原因の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な原因の内訳 

法定実効税率 40.44％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 

0.44％ 

寄付金損金算入限度超過額 0.28％ 

受取配当金等永久に益金に算

入されない項目 

△1.17％ 

タックスヘイブン課税 2.18％ 

住民税均等割 0.33％ 

外国税額控除 △0.58％ 

その他 0.08％ 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 

42.00％ 

法定実効税率 40.44％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 

0.23％ 

受取配当金等永久に益金に算

入されない項目 

△1.53％ 

タックスヘイブン課税 △5.18％ 

住民税均等割 0.16％ 

試験研究費税額控除 △5.05％ 

外国税額控除 △1.26％ 

 その他 0.63％ 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 

28.44％ 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 957円78銭 1,094円31銭 

１株当たり当期純利益 66円09銭 171円74銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 65円56銭 170円72銭 

 
前事業年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

純資産の部の合計額（千円） － 14,257,105 

普通株式に係る期末の純資産額（千円） － 14,257,105 

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の額（株） 
－ 13,028,430 

 
前事業年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり当期純利益   

当期純利益（千円） 878,844 2,231,507 

普通株主に帰属しない金額（千円）            25,100 － 

 （うち利益処分による役員賞与金） （25,100） － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 853,744 2,231,507 

期中平均株式数（株） 12,917,605 12,993,280 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

普通株式増加数（株） 105,362 78,148 

（うち新株引受権） (41,357) (19,575) 

（うち新株予約権） (64,005) (58,573) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成16年３月27日定時株主総会

決議による新株予約権１種類

（新株予約権の数1,140個）。な

お、新株予約権の概要は「第４ 

提出会社の状況 １．株式等の

状況 (2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおりでありま

す。 

       同左 



（重要な後発事象） 

当社は、平成19年１月１日付をもって、平成18年12月31日を基準日として普通株式１株を1.3株とする株式の

分割を行いました。なお、当該株式の分割が期首に行われていたと仮定し、「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号）を適用して算出した１株当たりの情

報は以下のとおりとなっております。 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額         736円75銭            841円78銭 

１株当たり当期純利益      50円84銭        132円11銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 50円43銭        131円32銭 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱リミックスポイント 100 113,000 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 36 53,508 

㈱滋賀銀行 54,000 39,906 

㈱エフエム滋賀 400 20,000 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 12 14,640 

平和奥田㈱ 33,000 13,464 

㈱京写 48,000 12,000 

㈱びわこ銀行 45,000 9,990 

三井トラスト・ホールディングス㈱ 5,400 7,376 

西村証券㈱ 20,000 7,106 

その他5銘柄 21,103 8,061 

計 227,051 299,052 



【債券】 

  【その他】 

  銘柄 券面総額（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

有価証券 
その他有

価証券 
SPARC Ⅱ LIMITED Series 100,000 99,970 

計 100,000 99,970 

  銘柄 券面総額（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

アールズ エイト リミテッド シリ

ーズ157 
300,000 299,400 

第15回サッポロビール 社債 100,000 100,280 

第１回ドン・キホーテ 社債 100,000 100,066 

計 500,000 499,746 

  種類及び銘柄  投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（千円）  

投資有価証

券 

その他有

価証券  

（証券投資信託受益証券）   

国際グローバル・ソブリン・オープン 131,467,162 107,093 

ワールド・ウォーター・ファンド 30,000,000 57,078 

ＤＷＳロシア・欧州新興国株投信 46,500,000 53,544 

フィデリティ欧州中小型株・オープン 23,000,000 52,055 

ストラテジックバリューオープン 10,000,000 18,072 

ノムラ日本戦略株ファンド 20,000,000 17,732 

日興ジャパンオープン 15,204,457 15,386 

（投資事業有限責任組合出資証券） 

ジャフコⅤ１－Ａ号 
1 88,553 

ジャフコⅤ１－Ｃ号 1 98,976 

滋賀ベンチャー育成ファンド 10 47,221 

計 276,171,631 555,714 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額及び減少額の主なものは次のとおりであります。 

 工具器具及び備品の増加  金型の取得等    149,170千円 

工具器具及び備品の減少  金型の廃棄等    143,751千円 

【引当金明細表】 

（注）貸倒引当金の当期減少額「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額1,622千円及び債権回収による取崩

額290千円であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産        

建物 2,504,967 31,677 71,713 2,464,931 1,029,114 91,274 1,435,817 

構築物 214,095 1,090 － 215,185 123,375 11,234 91,810 

機械及び装置 19,054   － 19,054 18,102 － 952 

車両運搬具 9,505 － 2,840 6,664 6,000 311 664 

工具器具及び備品 2,800,080 198,128 172,631 2,825,577 2,418,036 198,674 407,541 

土地 1,115,322 － － 1,115,322 － － 1,115,322 

建設仮勘定 6,696 64,170 64,641 6,225 － － 6,225 

有形固定資産計 6,669,721 295,067 311,827 6,652,962 3,594,628 301,494 3,058,334 

無形固定資産        

電話加入権 5,133 － － 5,133 － － 5,133 

ソフトウェア 34,898 15,085 － 49,983 26,420 8,094 23,562 

無形固定資産計 40,031 15,085 － 55,116 26,420 8,094 28,696 

長期前払費用 39,331 7,389 6,701 40,019 26,867 11,476 13,151 

繰延資産        

───── － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 14,495 1,753 5,816 1,913 8,519 

賞与引当金 41,215 41,723 41,215 － 41,723 

役員賞与引当金 － 45,059 － － 45,059 

役員退職慰労引当金 194,660 14,870 － － 209,530 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 7,335 

預金  

当座預金 159,389 

普通預金 436,340 

定期預金 3,161,245 

別段預金 1,237 

小計 3,758,213 

合計 3,765,549 

相手先 金額（千円） 

 寺岡ファシリティーズ株式会社 161,618 

 文化シヤッター株式会社 102,139 

 寺岡オート・ドアシステム株式会社 58,924 

 寺岡オートドア株式会社 43,908 

 扶桑電機工業株式会社 34,715 

 その他 362,464 

合計 763,771 

期日別 金額（千円） 

平成19年１月 182,844 

  〃  ２月 191,577 

  〃  ３月 172,985 

  〃  ４月 150,888 

  〃  ５月 65,475 

合計 763,771 



ハ．売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等を含めております。 

ニ．商品 

ホ．製品 

相手先 金額（千円） 

 ＯＰＴＥＸ ＳＥＣＵＲＩＴＹ Ｓｐ.ｚ ｏ.ｏ. 226,114 

 ＯＰＴＥＸ ＴＥＣＨＮＯＬＯＧＩＥＳ ＩＮＣ 189,934 

 ＯＰＴＥＸ （ＥＵＲＯＰＥ），ＬＴＤ 155,276 

 ＯＰＴＥＸ ＩＮＣＯＲＰＯＲＡＴＥＤ 152,180 

 ＯＰＴＥＸ ＳＥＣＵＲＩＴＹ ＳＡＳ 122,389 

 その他 1,520,200 

合計 2,366,095 

前期末繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

当期末繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 (D)÷ 
(B) 
── 
12 

2,116,382 12,557,349 12,307,636 2,366,095 83.9 2.3ヵ月 

区分 金額（千円） 

防犯用商品 82,208 

自動ドア用商品 3,824 

産業機器用商品 2,726 

合計 88,759 

区分 金額（千円） 

防犯用製品 474,596 

自動ドア用製品 206,171 

交通関連製品 56,503 

産業機器用製品 18,122 

環境関連製品 7,370 

合計 762,764 



ヘ．原材料 

ト．貯蔵品 

チ．関係会社株式 

区分 金額（千円） 

回路部品 40,685 

プリント基板 7,294 

プラスチック成形品 6,401 

センサ素子 103 

その他 16,893 

合計 71,376 

区分 金額（千円） 

販促物貯蔵品 10,009 

その他 6,164 

合計 16,174 

銘柄 金額（千円） 

技研トラステム株式会社 949,905 

ＯＰＴＥＸ ＩＮＣＯＲＰＯＲＡＴＥＤ 467,200 

ＯＰＴＥＸ（ＥＵＲＯＰＥ），ＬＴＤ. 398,224 

ＯＰＴＥＸ（Ｈ．Ｋ．），ＬＴＤ. 326,195 

オプテックス・エフエー株式会社 289,783 

ＯＰＴＥＸ ＴＥＣＨＮＯＬＯＧＩＥＳ ＩＮＣ． 103,785 

ＯＰＴＥＸ ＫＯＲＥＡ ＣＯ．，ＬＴＤ. 51,600 

ＯＰＴＥＸ ＳＥＣＵＲＩＴＹ ＳＡＳ 34,735 

ＯＰＴＥＸ ＥＬＥＣＴＲＯＮＩＣＳ（ＴＡＩＷＡ

Ｎ），ＬＴＤ． 
31,446 

オフロム株式会社 6,000 

合計 2,658,874 



② 負債の部 

イ．買掛金 

ロ．未払法人税等 

(3）【その他】 

 特記事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

  ＯＰＴＥＸ （ＤＯＮＧＧＵＡＮ）ＣＯ．，ＬＴＤ. 239,289 

 サンオクト株式会社 108,317 

  オフロム株式会社 69,164 

 ＯＰＴＥＸ（ＥＵＲＯＰＥ），ＬＴＤ. 43,731 

 オムロン株式会社 38,514 

 その他 251,726 

合計 750,743 

区分 金額（千円） 

 未払法人税、住民税 707,357 

 未払事業税 205,592 

合計 912,950 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利及び株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける

権利以外の権利を有しておりません。 

事業年度 １月１日から12月31日まで 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
６月30日 

12月31日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 株券１枚につき印紙税相当額 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公

告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する。 

公告掲載ＵＲＬ http://www.optex.co.jp/ 

株主に対する特典 

毎年12月31日現在の株主に対し、以下の特典があります。 

対象となる株主 内容 

100株以上1,000株未満保有の株主 

当社製品（センサライト）１点の 
50％購入割引券  

アウトドアスポーツクラブ「オーパ
ル」にて１回利用可能な50％割引券  

1,000株以上保有の株主 

アウトドアスポーツクラブ「オーパ
ル」の特別優待券 

当社製品（センサライト等）１点無
料進呈 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第27期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月28日近畿財務局長に提

出。 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成18年６月23日近畿財務局長に提出。 

 事業年度（第27期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で

あります。 

(3）半期報告書 

 （第28期中）（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月22日近畿財務局長に提出。 

(4）臨時報告書 

 平成18年３月24日近畿財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書でありま

す。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    

   平成18年３月27日 

オプテックス株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 丹治 茂雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中山 紀昭  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオプテ

ックス株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オプ

テックス株式会社及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    

   平成19年３月26日 

オプテックス株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 丹治 茂雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中山 紀昭  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオプテ

ックス株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オプ

テックス株式会社及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年１月１日付をもって株式の分割を行っている。 

 ２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から役員賞与に関

する会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    

   平成18年３月27日 

オプテックス株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 丹治 茂雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中山 紀昭  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオプテ

ックス株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第27期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オプテッ

クス株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    

   平成19年３月26日 

オプテックス株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 丹治 茂雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中山 紀昭  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオプテ

ックス株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第28期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オプテッ

クス株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年１月１日付をもって株式の分割を行っている。 

 ２．会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から役員賞与に関する会計基準が適用されることとなった

ため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 
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